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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 第38期の各数値には、住商エレクトロニクス㈱との合併により同社グループから平成17年８月１日をもって引継いだ事業

の同日以降の成績等が含まれております。 

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。 

  

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 74,134 76,675 70,586 120,290 137,344

経常利益 (百万円) 9,708 7,122 5,098 6,716 8,892

当期純利益 (百万円) 5,005 3,978 3,100 2,722 4,377

純資産額 (百万円) 63,822 67,052 68,965 94,763 91,254

総資産額 (百万円) 75,360 80,476 80,496 125,064 116,218

１株当たり純資産額 (円) 1,462.93 1,537.49 1,582.54 1,746.78 1,712.27

１株当たり当期純利益 (円) 113.25 90.01 70.93 53.29 80.91

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 84.7 83.3 85.7 75.8 78.2

自己資本利益率 (％) 8.1 6.1 4.6 3.3 4.7

株価収益率 (倍) 20.8 37.5 29.9 43.7 30.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,169 6,285 2,755 7,518 5,989

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,630 △3,767 △1,593 △2,780 △1,632

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,097 △1,113 △1,171 △1,398 △4,538

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 17,909 19,273 19,263 31,558 31,412

従業員数 (名) 1,840 2,084 2,179 3,043 2,999



なお、住商エレクトロニクス株式会社の主要な連結経営指標等の推移は次のとおりであります。 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売上高 (千円) 48,768,878 62,942,162 57,287,487

経常利益 (千円) 282,820 1,617,942 2,412,644

当期純利益 (千円) 335,025 1,214,207 1,455,631

純資産額 (千円) 18,410,317 19,926,404 21,113,351

総資産額 (千円) 33,835,822 35,109,064 36,118,987

１株当たり純資産額 (円) 1,100.84 1,076.68 1,140.56

１株当たり当期純利益 (円) 33.64 66.98 77.59

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ─ ― ─

自己資本比率 (％) 54.41 56.76 58.45

自己資本利益率 (％) 2.23 6.33 7.09

株価収益率 (倍) 20.81 16.72 15.92

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 4,084,996 313,029 7,628,520

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △565,835 △555,280 △159,773

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △2,160,299 △2,040,830 △277,397

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 4,131,082 1,986,144 9,174,697

従業員数 (名) 841 847 825



(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 従業員数については、出向者を除いております。 

４ 第38期の各数値には、住商エレクトロニクス㈱との合併により同社から平成17年８月１日をもって引継いだ事業の同日以

降の成績等が含まれております。 

５ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５

号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用してお

ります。 

  

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 70,094 70,874 65,818 113,665 130,632

経常利益 (百万円) 9,081 6,936 5,316 5,964 8,139

当期純利益 (百万円) 4,802 4,102 3,176 2,558 4,137

資本金 (百万円) 21,152 21,152 21,152 21,152 21,152

発行済株式総数 (株) 43,588,609 43,588,609 43,588,609 54,291,447 54,291,447

純資産額 (百万円) 63,433 66,842 68,834 93,929 89,791

総資産額 (百万円) 74,244 78,928 79,132 122,578 113,361

１株当たり純資産額 (円) 1,454.02 1,532.66 1,579.53 1,731.41 1,691.21

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

24.00 

(12.00)

26.00

(13.00)

26.00

(13.00)

26.00 

(13.00)

28.00

(13.00)

１株当たり当期純利益 (円) 108.59 92.86 72.67 50.06 76.47

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 85.4 84.7 87.0 76.6 79.2

自己資本利益率 (％) 7.8 6.3 4.7 3.1 4.5

株価収益率 (倍) 21.7 36.3 29.2 46.5 32.4

配当性向 (％) 21.8 27.6 35.7 55.1 36.6

従業員数 (名) 1,460 1,552 1,613 2,332 2,519



なお、住商エレクトロニクス株式会社の主要な経営指標等の推移は次のとおりであります。 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

  

回次 第28期 第29期 第30期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 

売上高 (千円) 46,103,124 60,902,013 56,480,667

経常利益 (千円) 158,881 1,626,415 2,224,878

当期純利益 (千円) 304,202 751,558 1,392,174

資本金 (千円) 7,001,166 7,001,166 7,001,166

発行済株式総数 (株) 16,713,170 18,493,170 18,493,170

純資産額 (千円) 18,617,544 19,517,356 20,640,846

総資産額 (千円) 33,477,123 34,845,478 35,736,135

１株当たり純資産額 (円) 1,113.24 1,054.56 1,115.01

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

20.00 

(10.00)

15.00 

(7.5)

15.00 

(7.5)

１株当たり当期純利益 (円) 30.44 41.14 74.16

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ─

自己資本比率 (％) 55.61 56.01 57.76

自己資本利益率 (％) 2.00 3.94 6.93

株価収益率 (倍) 23.00 27.22 16.65

配当性向 (％) 65.70 36.46 20.23

従業員数 (名) 629 686 660



２ 【沿革】 

  

昭和44年10月 大阪市東区北浜５丁目15番地(新住友ビル)に資本金50百万円をもって設立。 

  45年12月 東京支社を東京都千代田区神田美土代町１番地(住友商事美土代ビル)に開設。 

  48年６月 本店所在地を大阪府豊中市新千里西町１丁目２番２号(住友コンピュータービル)に

移転。 

  55年１月 東京支社を東京本社と改称し、大阪本社とあわせて二本社とする。(平成17年８月大

阪本社は関西支社に改組) 

  58年３月 大阪本社が通商産業省の「電子計算機システム安全対策実施事業所」認定を取得。 

    12月 東京本社が通商産業省の「電子計算機システム安全対策実施事業所」認定を取得。 

  61年６月 本店所在地を東京都千代田区東神田２丁目５番15号(住友生命東神田ビル)に移転。 

    ７月 労働省に「特定労働者派遣事業」の届出。 

  62年10月 米国ロサンゼルスに、全額出資の子会社「Sumisho  Computer  Service  (USA), 

Inc.」(平成４年10月 Sumisho Computer Systems (USA), Inc. に社名変更)を設

立。 

  63年２月 東京都江東区亀戸にコンピュータービル「東京第１センター」を建設。 

平成元年２月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場。 

    ３月 東京第１センターが通商産業省の「電子計算機システム安全対策実施事業所」認定

を取得。通商産業省からシステムインテグレータの認定を取得。 

    ６月 郵政省に「一般第二種電気通信事業」の届出。 

    12月 宮崎県宮崎市に子会社「宮崎住商コンピューターサービス株式会社」(平成４年10月

九州住商情報システム株式会社に社名変更)を設立。 

  ２年５月 英国ロンドンに全額出資の子会社「SUMISHO COMPUTER SERVICE (EUROPE) LTD.」(平

成４年10月 SUMISHO COMPUTER SYSTEMS (EUROPE) LTD. に社名変更)を設立。 

  ３年９月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定。 

  ４年１月 東京都江戸川区にコンピュータービル「東京第２センター」を建設。 

    ６月 本店所在地を東京都墨田区両国２丁目10番14号(両国シティコア)に移転。 

    10月 商号を住商コンピューターサービス株式会社から、住商情報システム株式会社に変

更。 

  ７年３月 通商産業省から特定システムオペレーション企業の認定を取得。 

  ９年９月 アウトソーシング分野においてISO9001及びTickITの認証取得。(東京第１センター

及び東京第２センター) 

  10年10月 「プライバシーマーク制度」に基づくプライバシーマーク認定事業者の資格を取

得。 

  11年１月 東京都墨田区に子会社「株式会社日本金融システム研究所」(平成16年10月株式会社

SCSファイナンシャル・コンサルティングに社名変更)を設立。 

    ３月 住商テレコム株式会社(東京都千代田区)の株式を追加取得し子会社とする。 

(平成13年５月に本店を東京都中央区晴海に移転し同年７月エスシーエス・ネットワ

ークス株式会社に社名を変更) 

    ４月 名古屋市東区に名古屋営業所を開設。 

  12年６月 東京都中央区に子会社「イー・コマース・テクノロジー株式会社」(ソフトバンク・

テクノロジー株式会社との合弁)を設立。 

  13年５月 本店所在地を東京都中央区晴海１丁目８番12号(晴海トリトンスクエア オフィスタ

ワーＺ)に移転。 

  14年３月 株式会社ビリングソフト(東京都新宿区)の株式を追加取得し子会社とする。 

    ７月 名古屋市中村区へ名古屋営業所を移転。(平成15年12月中部支社に名称変更) 

    11月 大阪府豊中市の大阪第１センター及び大阪第２センターを「大阪センター」として

大阪市北区に集約。 

  15年４月 エス・シー・インフォテック株式会社(東京都中央区、旧株式会社住商フォーエス)

の株式を追加取得し子会社とする。 

    10月 株式会社カール・アジアパシフィック(東京都中央区)の株式を新規取得し子会社と

する。 



  

  

  16年５月 米国マサチューセッツ州に全額出資の子会社「Curl,Incorporated」を設立。 

    12月 エスシーエス・ネットワークス株式会社(東京都中央区)とエス・シー・インフォテ

ック株式会社(東京都中央区)が統合し「SCS・ITマネジメント株式会社」を設立。 

    12月 連結財務諸表提出会社の当社と株式会社カール・アジアパシフィックが合併。 

    12月 東京都中央区に子会社「株式会社カール」を設立。 

  17年３月 ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン株式会社(東京都千代田区)の株式

を追加取得し子会社とする。 

    ８月 連結財務諸表提出会社の当社と住商エレクトロニクス株式会社が合併。 

    12月 連結財務諸表提出会社の当社と株式会社SCSファイナンシャル・コンサルティングが

合併。 

  18年１月 住エレシステム株式会社(東京都中央区)と九州住商情報システム株式会社(宮崎県宮

崎市)が統合し「SCSソリューションズ株式会社」を設立。 

    １月 財団法人日本品質保証機構(JQA)ISO14001の認証を全拠点で取得。 

    ６月 連結財務諸表提出会社の当社とSCS・ITマネジメント株式会社が合併。 

    11月 朝日アイティソリューション株式会社(東京都新宿区)の株式を新規取得し子会社と

する。 

  19年２月 中国上海に全額出資の子会社「住商信息系統(上海)有限公司」を設立。 

    ３月 中国大連に全額出資の子会社「住商信息系統(大連)有限公司」を設立。 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、子会社12社及び関連会社４社より構成され、ソフトウェアの開発及び情報処理サービスの

提供、システム販売並びに情報通信ネットワークの構築・運営管理を中心にITサービス事業を行っております。親会

社である住友商事㈱は大口得意先であります。 

当連結会計年度では、当社グループにおける事業運営の更なる効率化を目的として、ITインフラの構築及びアプリ

ケーションシステムの保守・運用を担う全額出資の子会社SCS・ITマネジメント㈱を平成18年６月１日付にて当社に合

併しております。加えて、ケーブルテレビ局及びMSO(ケーブルテレビ統括会社)向けに、ケーブルテレビ局運営用の加

入者管理課金コンピュータソフトウェアシステムを提供している㈱ビリングソフトに追加投資を行い、株式持分を

100％にしております。 

一方、事業の競争力強化を目的として、インターネットバンキング分野におけるシステム開発・運用保守に強みを

持つイーバンクシステム㈱に出資を行い新たに関連会社としました。また、中堅・中小企業向けにビジネスプロセス

等の再構築をはじめとしたシステムコンサルティングサービスの提供及び内部統制システムの構築支援サービスに強

みを持つ朝日アイティソリューション㈱に出資を行い、新たに子会社としております。更に中国に進出している日系

企業のITサポートを行うことを目的に上海に子会社を設立し、また、大連にはオフショア開発拠点としての子会社を

設立し、グローバルなサポート拠点を拡充しております。 

  

当社グループ各企業の事業展開の状況は、次のとおりであります。 

(1) ソフトウェア開発 

当社グループにおいては、広範な業種の顧客に、コンピュータシステム及び通信ネットワークシステムのコン

サルティング並びにソフトウェア開発において、最新の情報通信技術と長年蓄積された豊富な業務ノウハウに

より、一貫した信頼性の高いトータルソリューションサービスを提供しております。 

  

(主な子会社) 

Sumisho Computer Systems(USA), Inc.、SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、SCSソリューションズ㈱、

イー・コマース・テクノロジー㈱、ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱、朝日アイティソリュ

ーション㈱、住商信息系統(大連)有限公司 

  

(2) 情報処理 

当社グループにおいては、東京、大阪の３つの専用センタービルに、コンピュータ、通信ネットワーク設備を

装備し、安全対策基準に則って運営しております。 

更に、長年の経験と培われたノウハウ、「ISO9001」をベースにした運用管理技術によって、アウトソーシン

グ業務体制を確立し、安全で、信頼性の高いコンピュータ、通信ネットワークシステムの保守・運用サービス

を提供しております。 

  

(主な子会社) 

Sumisho Computer Systems(USA), Inc.、SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、㈱ビリングソフト、住商

信息系統(上海)有限公司 

  



(3) システム販売 

当社グループにおいては、各メーカーの各種サーバ、クライアント機器、ストレージ機器、通信ネットワーク

関連機器及びパッケージ・ソフトウェア商品等を組み合わせ、最適ソリューションとして販売しております。

  

(主な子会社) 

㈱カール  

  

 売上高につきましては、当連結会計年度より従来の事業部門別３区分(ソフトウェア開発・情報処理・システ

ム販売)にかえて、３つの新事業部門別区分に基づいて今後管理していくことといたしました。ソリューション

別に分類し集計することにより、当社グループの経営状況をより正確に伝えるための一助とするものでありま

す。 

 当該、新事業部門の概要は、次のとおりであります。 

  

業務系ソリューション 

 流通業、製造業、金融業を中心とした、長年の豊富な実績と業務ノウハウの蓄積を活用して、顧客のニーズ

に対応したシステムインテグレーションビジネスを総合的に提供しています。 

  

(主な子会社) 

Sumisho Computer Systems(USA), Inc.、 

SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、 

イー・コマース・テクノロジー㈱、㈱ビリングソフト、SCSソリューションズ㈱、 

住商信息系統(上海)有限公司、住商信息系統(大連)有限公司 

  

ERPソリューション 

 自社開発・他社開発のERP（Enterprise Resource Planning)パッケージをはじめとした、経営意思決定のサ

ポートソリューションを提供しています。中堅・中小企業を中心に自社開発パッケージ「ProActive」、大企

業を中心に海外のERPパッケージを提供しています。 

  

(主な子会社) 

朝日アイティソリューション㈱ 

  

プラットフォームソリューション 

 ITソリューション構築に関わるインフラ設計から保守・運用まで、親和性の高いハードウェア・ソフトウェ

アの選定、ネットワーク・セキュリティ強化ソリューション等の一気通貫のサービス提供を行っており、顧客

志向のワンストップソリューションの実現による高付加価値を提供しております。 

  

(主な子会社) 

㈱カール、ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱、 

SCSビジネスサポート㈱、Curl,Incorporated 



事業の系統図は、次のとおりであります。 

  

 
  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

  

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
主要な事業
の内容 

議決権の所有割合
又は被所有割合 

関係内容 摘要
所有割合
(％) 

被所有割合
(％)(注)１

(親会社)        

住友商事㈱ 東京都中央区 
百万円 

219,278 総合商社 ―
57.80
(0.69)

当社が行うソフトウェア開
発並びに情報処理の大口得
意先 
役員の兼任等…無 

(注)
２ 

(連結子会社)        
Sumisho 
Computer 
Systems 
(USA), Inc. 

米国 
ニューヨーク
州 

千 

US$3,000 

ソフトウェア
開発 
情報処理 

100.0 ―

米国においてソフトウェア
開発業務を受託しておりま
す。 
役員の兼任等…２名 

 

SUMISHO 
COMPUTER 
SYSTEMS 
(EUROPE)LTD. 

英国 
ロンドン 

千 

Stg￡1,400 

ソフトウェア
開発 
情報処理 

100.0 ―

欧州においてソフトウェア
開発業務を受託しておりま
す。 
役員の兼任等…２名 

 

イー・コマース・テクノ
ロジー㈱ 

東京都中央区 
百万円 

75 
ソフトウェア
開発 

50.0 ―

主に流通事業者向けソフト
ウェア開発業務を受託して
おります。 
役員の兼任等…３名 

(注)
３ 

㈱ビリングソフト 東京都江東区 
百万円 

100 

情報処理
(ネットワーク 
サービス) 

100.0 ―

主にケーブルテレビ局向け
に料金課金システムを提供
しております。 
役員の兼任等…１名 

 

Curl,Incorporated 
米国 
マサチューセ
ッツ州 

千 

US$500 

ソフトウェア
開発 
(開発言語 
「Curl」の 
研究・開発) 

100.0 ―

当社より次世代Webシステ
ム 開 発 言 語「Curl」の 研
究・開発を受託しておりま
す。 
役員の兼任等…無 

 

㈱カール 東京都中央区 
百万円 

10 

システム販売
(開発言語 
「Curl」の 
販売) 

100.0 ―

主に次世代Webシステム開
発言語「Curl」の販売を行
っております。 
役員の兼任等…１名 

 

ヴィーエー・リナック
ス・システムズ・ジャパ
ン㈱ 

東京都中央区 
百万円 

194 

ソフトウェア
開発 
(オープンソー
スソフトウェア
コンサルティン
グ) 

57.1 ―

主に総合的で信頼性の高い
オープンソース技術関連の
サービスやソリューション
を提供しております。 
役員の兼任等…２名 

 

SCSソリューションズ㈱ 東京都江東区 
百万円 

50 
ソフトウェア
開発 

100.0 ―

主に当社よりソフトウェア
開発業務を受託しておりま
す。 
役員の兼任等…２名 

 

SCSビジネスサポート㈱ 東京都江東区 
百万円 

10 

当社管理業務の
受託及びサプラ
イ品の販売業務
等 

100.0 ―

当社より管理業務の受託及
びサプライ品の販売を行っ
ております。 
役員の兼任等…５名 

 

朝日アイティソリューシ
ョン㈱ 

東京都新宿区 
百万円 

50 
システムコンサ
ルティング 

100.0 ―

中堅・中小企業向けにシス
テムコンサルティングサー
ビスを行っております。 
役員の兼任等…２名 

 

住商信息系統(上海) 
有限公司 

中国 上海 
千 

US$500 情報処理 100.0 ―
中国において情報処理業務
を受託しております。 
役員の兼任等…４名 

 

住商信息系統(大連) 
有限公司 

中国 大連 
百万円 
170 

ソフトウェア
開発 

100.0 ―

主に当社よりソフトウェア
開発業務を受託しておりま
す。 
役員の兼任等…５名 

 

(持分法適用関連会社)        

㈱パイオニア・ソフト 福岡市南区 
百万円 

61 
ソフトウェア
開発 

34.2 ―

ERP(統合基幹業務パッケー
ジ)の導入支援業務を受託
しております。 
役員の兼任等…１名 

 

㈱コンポーネント 
スクエア 

東京都品川区 
百万円 

240 

ソフトウェア
開発 
システム販売 
コンサルティン
グ 

30.8 ―

EJBコンポーネントの商品
企画、マーケティング、広
告宣伝及び会員向け情報提
供サービスを行っておりま
す。 
役員の兼任等…１名 

 



  

(注) １ 議決権の被所有割合の( )内は、間接所有割合で内数であります。 

２ 有価証券報告書を提出しております。 

３ 持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

  

名称 住所 
資本金 

又は出資金 
主要な事業
の内容 

議決権の所有割合
又は被所有割合 

関係内容 摘要
所有割合
(％) 

被所有割合
(％)(注１)

㈱ヒューリンクス 東京都渋谷区 
百万円 

95 

ソフトウェア
開発 
システム販売 

20.0 ―

サイエンス系ソフトウェア
の輸入販売及びサポートを
しております。 
役員の兼任等…１名 

 

イーバンクシステム㈱ 東京都港区 
百万円 
400 

ソフトウェア
開発 

20.0 ―

主にネットバンキング分野
におけるソフトウェア開発
業務を受託しております。
役員の兼任等…無 

 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、労働組合は結成されておりませんが、従業員の親睦団体等を中心に労使のコミュニケーショ

ンをはかっており、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 2,999

従業員数(名) 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

2,519 36歳２か月 10年３か月 7,298千円 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国経済及び中国を中心とするアジア経済の動向に左右される等の脆弱

性は見受けられるものの、好調な企業業績の継続による設備投資の増加、雇用者所得の緩やかな増加による底堅い

個人消費など、景気の回復が続いています。 

当業界を取り巻く経営環境としては、景気回復に伴う企業収益の改善を背景に、顧客企業の競争優位、収益力向

上を目的とする情報システム投資が増加しており、ITの重要性は更に高まってきております。 

こうした状況下、当社グループにおきましては、金融、情報通信向け案件を中心にシステム需要は好調に推移し

ました。ソフトウェア受託開発ビジネスにおきましては、高収益案件を選別的に受注することができ、また、プロ

ジェクト管理の高度化による不採算案件の減少もあったことで、収益性について改善傾向が見られます。今後も案

件の引合、見積もり段階からのチェック体制の質・量的拡充を進めるとともに、プロジェクト管理の精度を更に向

上させ、案件の採算及び品質管理を徹底してまいります。 

また、プロダクトソリューションビジネスにおきましても、戦略性・成長性を重視したターゲットビジネスへの

経営資源再配分により収益性を向上するとともに、住商エレクトロニクス㈱との合併に伴うハードウェアの集中購

買の実施等に伴いサーバ等汎用ハードウェアを含むハードウェア販売ビジネスの収益性も改善しております。 

このような経営活動の結果、当連結会計年度の売上高は前期比14.2％増の137,344百万円となりました。経常利益

は前期比32.4％増の8,892百万円となり、当期純利益は前期比60.8％増の4,377百万円となりました。 

当連結会計年度においては以下の施策に取り組んでまいりましたが、次年度以降も顧客企業のIT・システム構築

ニーズにスピード感を持って対応するため、これらの施策に継続的に取り組むとともに、新たな施策にチャレンジ

し、トップクラスのITサービス企業を目指し、成長力・競争力の強化を図ってまいります。 

  



１ 事業基盤の強化 

・組織改編を実施するとともに人事制度並びに予算制度の刷新に取り組んでまいりましたが、これらの制度

の更なる運用改編等の経営インフラ改革、戦略的注力事業の見直し等を継続的に進めてまいります。 

・全社の委託先管理業務を集中化し、業務委託費の低減と効率的運営を進めております。 

・案件の採算管理を強化するため、従来のプロジェクトチェック制度、見積リスクチェック制度の運用強化

に加え、各事業部門とコーポレート部門にPMO(Project Management Office)を導入しております。 

・技術基盤を強化するため、現場力強化推進室の設置等の組織的な整備に加えて、現場力強化のための研修

を強化いたしました。平成18年10月にはIT基盤ラボラトリーを設立し、「新しい技術へのチャレンジ」と

「市場を見据えた技術の提供」をテーマに取り組んでおります。 

  

２ 戦略的事業投資 

事業の競争力強化と事業運営の更なる効率化を目的として以下のような戦略的事業投資を行いました。 

・平成18年９月29日付にて、ケーブルテレビ局及びMSO(ケーブルテレビ統括会社)向けに、ケーブルテレビ局

運営用の加入者管理課金コンピュータソフトウェアシステムを提供している当社グループの㈱ビリングソ

フトに追加出資を行い、株式持分を100％にしております。 

・平成18年６月30日付にて、統合CRM(customer relationship management)パッケージのベンダーであるエン

プレックス㈱へ出資を行い、資本・業務提携を行いました。 

・平成18年９月29日付にてインターネットバンキング分野におけるシステム開発及び運用保守に強みを持つ

イーバンクシステム㈱に出資を行い新たに持分法適用関連会社としました。 

・平成18年11月10日付にて中堅・中小企業向けにビジネスプロセス等の再構築をはじめとしたシステムコン

サルティングサービスの提供及び内部統制システムの構築支援サービスに強みを持つ朝日アイティソリュ

ーション㈱に出資を行い、新たに子会社としております。 

・中国に進出している日系企業のITサポートを行うことを目的に上海に子会社を設立し、また、大連にはオ

フショア開発拠点としての子会社を設立し、グローバルなサポート拠点を拡充しております。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前期末より146百万円減少し、31,412百

万円となりました。各キャッシュ・フローの増減状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果、増加した資金は5,989百万円となりました。 

主な増加要因は、税金等調整前当期純利益7,947百万円、減価償却費2,307百万円、たな卸資産の減少による資

金の増加1,059百万円によるものであります。主な減少要因は、仕入債務の減少による資金の減少2,188百万円、

法人税等の支払額2,777百万円によるものであります。 



(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果、減少した資金は1,632百万円となりました。 

主な減少要因は、有形固定資産の取得1,138百万円、ソフトウェア等の無形固定資産の取得1,261百万円、資

本・業務提携等による株式取得697百万円によるものであります。また主な増加要因は、資金運用のための債券の

償還によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果、減少した資金は4,538百万円となりました。 

主な減少要因は、自己株式の取得による支出2,988百万円、平成18年３月期期末配当金(１株当たり13円00銭)の

支払705百万円及び平成19年３月期中間配当金(１株当たり13円00銭)の支払705百万円によるものであります。 

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

  

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は販売価格によっております。 
２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当連結会計年度におけるソフトウェア開発の受注状況を示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 情報処理等については、把握が困難なため省略しました。 
２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

(注) 当社は、平成17年８月１日付で住商エレクトロニクス㈱と合併しております。従って、前連結会計年度の数値に
は、住商エレクトロニクス㈱グループの平成17年４月１日から平成17年７月31日までの成績等は含まれておりませ
ん。 

  
２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門名称 生産高(百万円) 前期比(％) 

ソフトウェア開発 47,609 +4.0

情報処理 34,467 +15.1

システム販売 54,946 +24.6

合計 137,023 +14.4

事業部門名称 受注高(百万円) 前期比(％) 受注残高(百万円) 前期比(％) 

ソフトウェア開発 49,323 +6.5 7,029 +25.1

事業部門名称 販売高(百万円) 前期比(％) 

ソフトウェア開発 47,912 +3.6

情報処理 34,485 +15.2

システム販売 54,946 +24.6

合計 137,344 +14.2

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

住友商事株式会社 14,761 12.3 14,570 10.6



販売実績につきましては、当連結会計年度より従来の事業部門別３区分(ソフトウェア開発・情報処理・システム

販売)にかえて、３つの新事業部門別区分に基づいて今後管理していくことといたしました。 

ソリューション別に分類し集計することにより、当社グループの経営状況をより正確に伝えるための一助とする

ものであります。 

当連結会計年度における販売実績を新事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

新事業部門名称 金額(百万円) 構成比(％) 

業務系ソリューション 71,876 52.4 

ERPソリューション 15,133 11.0 

プラットフォームソリューション 50,334 36.6 

合計 137,344 100.0



３ 【対処すべき課題】 

今後の当社グループを取り巻く経営環境を展望すると、好調な企業業績を背景に、各企業は意欲的にシステム投資

を増やしており、競争力や事業運営の効率性を高めるための、より戦略的なシステムへの投資が増加しております。

一方、企業価値向上に直接結びつかない既存システムの保守・運用といったコスト部分を圧縮する傾向が顕著になっ

ていくと予想されます。 

こうした状況下、現時点における当社の経営課題としては、各企業が真に求めるIT・システム構築ニーズに応える

ために、中期的な企業成長を図るための各種施策が求められていると認識しております。 

具体的には、事業基盤の強化及び収益成長力の確保を経営課題と捉えた上で各々の項目について事業施策を実行す

る所存であります。 

事業基盤の強化につきましては、インターナル・コントロール、コンプライアンス、セキュリティ管理をはじめと

する経営インフラの更なる強化を行うとともに、住友商事グループのITソリューション事業の中核企業として同グル

ープとの更なる連携強化、パートナー企業を含めた組織的技術力の高度化・標準化の推進、プロジェクト管理の更な

る徹底を図ってまいります。 

次に、収益成長力の確保につきましては、ターゲットビジネス領域への経営資源の重点配分を行い、既存ソリュー

ションビジネスの融合による付加価値向上と新規商権の発掘、新規顧客の獲得を目指してまいります。更にグローバ

ルITサービス力の向上とグローバル展開の強化を機軸に当社グループの差別化戦略を推進し、顧客企業の海外展開に

かかるITサポートをもって顧客企業への訴求力を高め、顧客満足度の向上とビジネス機会の拡大を行ってまいりま

す。 

こうした施策をスピード感を持って実現すべく、戦略的事業投資先と連携強化を併せて行ってまいります。当連結

会計年度は、統合型CRMパッケージ「eMplex CRM」と当社の基幹ソフトウェアパッケージ「ProActive」の連携を視野

に入れ、エンプレックス㈱と資本・業務提携を行うとともに、ビジネスパートナーとしての連携を強化すべくイーバ

ンクシステム㈱の株主持分を引き上げました。また、中堅・中小企業の顧客向けに、システムのライフサイクル全て

において、高付加価値のソリューション提供を実現するため、朝日アイティソリューション㈱をグループ化しまし

た。次年度以降も、資本・業務提携先とのパートナーシップをより強固なものとする一方で、新たな事業投資を積極

的に推進し、更なる収益成長力の確保を図ってまいります。 

  

  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

当社グループの事業(経営成績と財政状態)に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は本有価証券報告書提出日現在において当社が判断したものでありま

す。 

  

１ 事業環境の変化に伴う影響について 

近年、当社グループが所属する情報サービス業界においては、競合他社との競争激化やハードウェアの価格低下

を含む案件価格の低下傾向が続いております。このような環境の下、経済情勢の変化等により顧客企業の情報化投

資動向が急速かつ大きく変化した場合や、業界内部での価格競争が現状を大幅に超える水準で継続した場合等に

は、当社グループの経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

２ システム構築業務に伴うリスクについて 

当社グループは顧客企業の各種情報システムの受託開発を行っておりますが、複雑化・短納期化するシステムの

開発においては、計画通りの品質を確保できない場合や、開発期間内に完了しないことによるコスト増大の可能性

があり、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。このため、専門部署による見積もり段階でのチェックや案件の

進捗管理を実施し、リスクの低減に努めております。 

また、システム構築においてソフトウェア・ハードウェア等を当社グループ以外のベンダーから仕入れる場合に

ついては、製品の受入・出荷検査等の品質チェックをはじめとして、これら仕入製品に不具合が生じないようにす

るための体制を構築するとともに、システムのカスタマイゼーションも含め、当社グループの納入するシステム全

体に、予定しない不具合が生じないよう組織的に努力しております。しかしながら、システム構築・納入後、仕入

れたIT関連製品に起因する不具合により、顧客企業の信頼を毀損または喪失し、当社グループの業績が影響を受け

る可能性があります。 

  

３ オフショア開発に伴うリスクについて 

当社グループは、顧客企業のニーズでもあるITサービスのグローバルな対応や開発コスト低減の観点から、海外

の技術リソースの活用促進(オフショア開発)を進めております。特に中国(大連)に当社の100％出資の住商信息系統

(大連)有限公司を設立し、当社における開発技術標準の活用を含むオフショア開発体制の整備並びに強化を行って

おります。しかしながら、オフショア開発においては、法律、文化、言語、慣習等の相違及び為替変動に起因する

事業リスクにより、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 

  

４ 技術革新への対応に伴う影響について 

当社グループが属するITサービス業界は技術革新が激しいことから、当社グループが現在保有する技術・技能・

ノウハウ等が陳腐化する可能性があります。また、当社グループの収益の源泉である顧客企業向けシステム構築に

提供するソフトウェアあるいはハードウェア等の製品が、業界の技術標準の急速な変化により、その技術優位性あ

るいは価格優位性を失う可能性があります。 

当社グループは技術革新に適時・的確に対応するために、従業員の有する能力開発を高め、新しい技術の組織的

発掘及び習得を推進しております。また、システム構築にかかる技術力・製品調達力において分散化を図ると同時

に、特定の技術・ノウハウ・製品に過度の収益を依存することなく、ビジネスを推進しております。 

しかしながら、当社グループが市場からの支持を獲得できる新技術あるいは新製品を正確に予想し、その技術力

を習得かつ業務上利用できるとは限らず、当社グループが業界の技術変化の方向性を十分に予測できない場合に

は、当社グループの業績が影響を受ける可能性があります。 



５ 情報セキュリティリスクについて 

当社グループでは、システム開発時から運用段階に至るまで、業務上、顧客企業が保有する個人情報や顧客企業

のシステム技術情報等の各種機密情報を知り得る場合があります。コンピュータウイルス、不正アクセス、あるい

は人為的過失その他の理由により、これら機密情報の漏洩や改竄が発生した場合や顧客システムの運用に障害が発

生した場合、顧客企業等からの損害賠償請求や当社グループの信用失墜等の事態を招く可能性があります。このた

め、当社グループでは、コンプライアンスの徹底を図るとともに、物理的なセキュリティ対策を強化し、更には委

託契約先を含めて啓蒙と教育を徹底する等の情報セキュリティ強化策を講じてまいります。 

  

６ ベンチャー投資について 

当社グループでは、業界の最先端分野における技術力、あるいは、最新のソフトウェア・ハードウェア等の製品

調達力を確保するため、国内外のベンチャー企業に出資・融資等の信用供与・試作製品の購入その他の戦略的投資

を行っております。 

当該ベンチャー企業の技術力・製品力には、当社グループの技術・ノウハウ・投資経験等をもって最大限の吟味

を行い各種投資リスクの回避に努めております。 

しかしながら、財務力・技術力・製品力が完全には確立しない段階での企業に対する信用供与や投資、あるいは

製品への投資が含まれるため、予測した成果を上げることなく損失を蒙り、当社グループの業績に影響を受ける可

能性があります。 

  

７ 訴訟を提起される可能性について 

当社グループでは、当社グループ以外の開発・製造によるソフトウェア・ハードウェア等の製品を多数の顧客企

業に対し販売・納入しており、これらの事業活動に関連して第三者が知的所有権の侵害を含む訴訟等を提起する可

能性があります。これらの結果、訴訟等の内容及び結果によっては、当社グループの業績が影響を受ける可能性が

あります。 

  

８ 固定資産の減損会計に伴う影響について 

当社グループは、当連結会計年度末において、帳簿価額26,253百万円の土地・建物等を保有しており、オフィ

ス・データセンター・寮・社宅として使用しております。前連結会計年度から導入された減損会計により、地価の

動向や当社グループの収益の状況によっては、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

ただし、キャッシュ・フローを生み出す合理的な単位でのグルーピングを行い、その回収可能性を判断すること

から、現時点における減損の必要性は低いと考えられます。なお、当連結会計年度において減損損失認識の対象と

なった固定資産はありません。 

  

  

  

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループでは、当社及び国内関係会社、米国、欧州の日米欧３拠点が一体となって、グローバルな視点から、

最新IT動向を鋭敏に捉えつつ、緊密に情報交換、共有することによって、当社グループ全体としての最新のIT導入と

技術レベルの高度化、充実を図るべく研究開発活動を推進しております。 

  

① 高品質アプリケーション・システム構築のための標準プロセスに関する研究 

 近年の企業システムへの顧客要求の複雑多様化とWeb技術の高度化及び基盤技術の進展などにより、企業基幹系

アプリケーション・システム構築の技術的なスコープの広がりは増す一方であり、一方で品質向上と短期間での

システム開発への要求は高まっています。当社では、自社標準プロセス、設計手法などを技術の進展に伴って継

続的な見直しを図るとともに、現場実態に合わせた標準開発プロセスの確立、フレームワークの拡張強化及び開

発手法の体系的再整備に取り組んでいます。また、その成果を基に、現場プロセスの改善とCMMI評価によるプロ

セス品質の見える化を積極的に推進し、システム品質向上と納期確保に努めております。 

  

② RIA(Rich Internet Applications)技術を活用した新エンタープライズ・システムの研究 

 最近のWeb2.0やAjaxなどの新しいインターネット技術の進展に伴い、高度なユーザーインターフェイスを持

つ、リッチ化されたアプリケーションの要求が高まっております。当社は、数年前からこの分野に注目し、平成

16年に次世代Web開発言語“Curl”の知財権を取得するとともに、Curlの高機能化や、リッチ化技術のエンタープ

ライズ領域への適応研究を行ってまいりました。具体的には、最近注目されているSOA技術とRIA技術とをコラボ

レートしたフラット化技術の研究並びにエンタープライズ系システムへの適用やサーバーサイドとの親和性の向

上による、使い易く開発生産性の高いシステム化技術を中心に研究を行っております。 

  

③ オープンソース・システムを活用した低コストシステム構築に関する研究 

 近年、急速に普及してきたオープンソース・システム(OSS)は、企業における基幹系システムやネットワーク・

ビジネス等において重要な役割を担うようになりつつあります。官公庁・自治体、大手企業を中心とした情報シ

ステム及びWeb系システムのスケールアウト構成でのシステム基盤のOSS利用をはじめ、お客様の強いTCO削減要求

と相俟ってOSSに対するサポート要請が急速に増加しております。当社では、OSSの適用性、性能評価や各プロダ

クトの解析等による技術ノウハウの蓄積・強化を行うとともに、お客様のニーズに対応すべくこれらの技術研究

を行い最適なソリューション提供に努めております。 

 具体的には、オープン基盤OSである“Linux”、OSSのスタンダードDBMS(Data Base Management System)になり

つつある“MySQL”を中心に、アプリケーション・ソフトウェアを含む各種関連プロダクトの解析・研究を行って

おります。また、今後求められる大規模運用技術基盤を確立すべくOSの仮想化技術製品である“Linux／Xen”の

適用研究も推進しております。 

  



④ 新システム基盤技術の最適化に関する研究 

 電子政府や最近話題のWeb2.0に代表されるように、インターネットを中心とした情報システムは、国家及び企

業に不可欠なインフラとなっており、拡大の一途を辿っています。 

 対象業務の複雑さ、システム規模の拡大及び技術の高度化など多面的に対応するには、業務の特性を的確に把

握し具現化するとともに、特性にあった最適なシステムを構築する必要があります。当社では、情報システムを

支えるIT基盤分野(ハードウェア、ミドルウェア、ネットワーク、セキュリティ、運用管理等)について、信頼

性・可用性・拡張性・運用性及びパフォーマンスといった視点において、要素技術及びプロダクトの評価と選

定、これらを組み合わせた稼動検証、性能検証等、常に最新の技術を用いたお客様に最適なシステム構成を提供

するための技術研究を行っております。当該業務に特化した技術研究を行うための専門知識として、IT基盤ラボ

ラトリーを設置し、IT基盤のユーティリティ化など次世代型のIT基盤モデルの研究を推進しております。 

  

⑤ 新アプリケーションアーキテクチャに関する研究 

 ユビキタスコンピューティングの浸透と新しいスタイルのモバイル端末・デバイスの出現、通信と放送の融合

進展に伴う新しいITCサービスへの期待、Web2.0に代表されるユーザセントリックなインターネットシステムの新

規潮流、IT技術の進歩は益々加速しながら、新しい技術コンセプト、新しい要素技術が現れてきております。こ

のような新しい技術コンセプト、要素技術の中から将来のソリューションにつながる要素技術に着目し、提供す

るソリューションの中に組み入れて育てていくことが必要です。 

 当社では各ソリューションに最新技術を取り込むことを推進する一方で、競争力の強化の観点から、既存ソリ

ューションと一線を画して新しく出現した技術コンセプト、要素技術についても調査・検証する必要があると考

えています。このような視点から専門的に技術調査、研究を行う組織としてアーキテクチャキッチンを設置し、

新技術の影響力、ソリューションへの応用例、採用すべき開発手法やアーキテクチャ構造などを中心に調査・研

究を推進しております。 

 なお、当連結会計年度の研究開発費は、1,386百万円であります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

１ 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し作成して

おります。 

この連結財務諸表の作成に当たっては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与える見積り及び判断を必

要としております。当社は過去の実績、または、現在の状況下で最も合理的と判断される前提に基づき、一貫した

見積りを実施しております。客観的な判断材料が十分でない場合は、このような見積りを判断の基礎としておりま

す。従って、異なる前提条件の下においては、結果が異なる場合があります。 

当社グループは、特に以下の会計方針が連結財務諸表の作成において重要な判断と見積りに影響を及ぼすと考え

ております。 

  

① たな卸資産の評価 

当社グループのたな卸資産は主に仕掛品と商品に区分されます。仕掛品は個別に受注したソフトウェアで開発

途中のものであり、期末の評価は、実際個別原価計算に基づき原価を集計し、その後、各契約単位で評価減の必

要性の判定を行っております。具体的には、決算日以降に発生する原価と合わせ見積った原価が、予定する将来

収益を超えると推測され、その原因が当期に起因すると判断した場合は所要の評価減を行っております。 

また、商品は、期末時点で商品プロダクトごとに将来の販売可能価額を見積り、その見積販売可能価額が販売

予定価額を下回ると判断した場合は、所要の評価減を行っております。 

  

② 繰延税金資産 

当社グループは、財務諸表と税務上の資産負債との間に生ずる一時的な差異に関わる税効果については、当該

差異の解消時に適用される法定実効税率を使用して繰延税金資産を計上しています。当連結会計年度において、

将来減算一時差異が見積課税所得を上回っておりますので、繰延税金資産の回収可能性の判断を行い、解消時期

の見通しが困難な将来減算一時差異については、繰延税金資産の回収不能分として評価性引当金を計上しており

ます。各社において繰越欠損金がある場合は、将来５年間の事業計画に基づき合理的に回収可能な金額を算出

し、それを限度とし計上しております。 

  

③ 貸倒引当金 

当社グループは、過去の貸倒実績率に基づき一般債権に対する貸倒引当金を算定しております。また、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を判断し、回収不能見込額を貸倒引当金として追加計上して

おります。 

  



④ 市場販売目的のソフトウェアの償却 

当社グループは市場販売目的のソフトウェアの償却は、①見込販売収益に基づく償却費と、②残存有効期間(３

年以内)に基づく均等配分による償却費とを比較し、いずれか大きい額を償却費として計算することとしておりま

す。 

  

⑤ 投資の減損 

当社グループでは、営業上・戦略上の理由から事業会社の株式を保有しております。 

当社グループでは、「金融商品に関する会計基準」に基づき、投資価値の下落が一時的でないと判断した場

合、これら株式の減損を実施しております。具体的には、上場会社の株式は、期末時点で株価が帳簿価額に対し

50％を下回った場合に減損を計上しております。非上場会社の株式については、当該会社の純資産価額の当社持

分が、帳簿価額の50％を下回った場合に、また、このうち投資して間もない株式にあっては投資後２年間にわた

り赤字が継続している場合に、将来の回復可能性を検討した上で、減損処理を行うこととしております。当連結

会計年度においては、これらの基準に基づき、保有株式の減損の要否を判定した結果、９銘柄について、減損を

認識する必要があると判断し、減損処理を行いました。 

  

⑥ 退職給付費用と退職給付引当金 

従業員の退職給付費用及び引当金は、保険数理計算により算出される退職給付債務に基づき計上しておりま

す。退職給付債務の割引率は、「退職給付会計に関する実務指針」に基づき、安全性の高い長期債券(20年国債)

の利回りを基に直近５年平均値にて決定しており、この割引率により将来債務の割引計算を行っております。 

  

⑦ 固定資産の減損に係る会計処理 

当社グループでは、「固定資産の減損に係る会計基準及び適用指針」に基づき、固定資産の減損処理の要否を

判定しております。当連結会計年度において、減損の兆候のある固定資産はありますが、その回収可能性を判断

した結果、減損損失の認識は不要と判定しております。 

  



２ 経営成績 

① 売上高 

当連結会計年度の売上高は、景気回復に伴う企業収益の改善を背景にIT投資が拡大する中、金融業界向け案件

を中心にシステム需要が好調であったことに加えて、住商エレクトロニクス㈱との合併の影響もあり、前連結会

計年度に対し14.2％増の137,344百万円となりました。 
    

  

(ソフトウェア開発) 

ソフトウェア開発については、金融業界向けが大きく増加した他、住商エレクトロニクス㈱との合併の影響

等もあり、前連結会計年度に対し3.6％増の47,912百万円となりました。 

  

(情報処理) 

情報処理については、住友商事㈱向けが増加した他、一部の開発案件が運用フェーズに入ったことによる増

加に加え、住商エレクトロニクス㈱との合併の影響等もあり、前連結会計年度に対し15.2％増の34,485百万円

となりました。 

  

(システム販売) 

システム販売については、通信業界向けが大きく増加したことに加えて、住商エレクトロニクス㈱との合併

の影響等もあり、前連結会計年度に対し24.6％増の54,946百万円となりました。 

  

  

売上高につきましては、当連結会計年度より従来の事業部門別３区分(ソフトウェア開発・情報処理・システ

ム販売)にかえて、３つの新事業部門別区分に基づいて今後管理していくことといたしました。ソリューション

別に分類し集計することにより、当社グループの経営状況をより正確に伝えるための一助とするものでありま

す。 

当該、新事業部門別による売上高は、次のとおりであります。 

  

  

事業部門名称 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

当連結会計年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

前期比 

金額 
(百万円) 

構成比
(％) 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

金額 
(百万円) 

増減率 
(％) 

ソフトウェア開発 46,265 38.5 47,912 34.9 1,647 3.6

情報処理 29,943 24.9 34,485 25.1 4,541 15.2

システム販売 44,081 36.6 54,946 40.0 10,865 24.6

合計 120,290 100.0 137,344 100.0 17,054 14.2

新事業部門名称 

当連結会計年度
自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日 

金額
(百万円) 

構成比
(％) 

業務系ソリューション 71,876 52.4

ERPソリューション 15,133 11.0

プラットフォームソリューション 50,334 36.6

合計 137,344 100.0



② 売上総利益 

当連結会計年度の売上総利益は、個別案件の採算性の改善とプロジェクト管理の高度化による不採算案件の減

少に加え、また、経営資源の再配分による収益性の向上等もあり前連結会計年度に対し、44.6％増の30,696百万

円となりました。また、売上総利益率は前連結会計年度の17.7％から4.6ポイント上昇し22.3％となりました。 

  

③ 販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、住商エレクトロニクス㈱との合併の影響等により、前連結会計年

度に対し50.6％増の22,136百万円となりました。 

  

④ 営業利益 

以上により、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度に対し31.1％増の8,560百万円となりました。 

  

⑤ 営業外収益・営業外費用[純額] 

当連結会計年度の営業外収益(費用)は、前連結会計年度の184百万円の収益[純額]から147百万円増加し332百万

円の収益[純額]となりました。 

  

⑥ 経常利益 

以上により、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度に対し32.4％増の8,892百万円となりました。 

  

⑦ 特別損益[純額] 

当連結会計年度の特別損益は、前連結会計年度の1,851百万円の損失[純額]から906百万円改善し945百万円の損

失[純額]となりました。 

特別利益71百万円の主な内訳は、投資有価証券売却益32百万円、受入和解金30百万円であります。特別損失

1,016百万円の主な内訳は、固定資産除却損749百万円、投資有価証券評価損100百万円、保守契約清算損失121百

万円であります。 

  

⑧ 税金等調整前当期純利益 

当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度に対し63.4％増の7,947百万円となりました。 

  

⑨ 法人税等 

当連結会計年度の法人税等は、前期比75.4％増の3,477百万円となりました。税金等調整前当期純利益に対する

法人税等の比率(負担税率)は、前連結会計年度の40.8％から43.8％と3.0ポイントの増加となりました。 

  



⑩ 少数株主利益 

当連結会計年度の少数株主利益は、SCS・ITマネジメント㈱を合併したこと等により、前連結会計年度に対し

42.2％減の92百万円となりました。 

  

⑪ 当期純利益 

当期純利益は、前連結会計年度に対し60.8％増の4,377百万円となりました。また、１株当たりの当期純利益

は、前連結会計年度の53.29円に対し、80.91円となりました。 

  



３ 財政状態 

① 資産の部 

当連結会計年度末の資産の部は、前連結会計年度末に対し8,846百万円減少し、116,218百万円となりました。 

  

(a) 流動資産 

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末に対し2,641百万円減少し、71,443百万円となりました。

主に、住友商事フィナンシャルマネジメント㈱へ運用を委託している預け金(預け金勘定で計上)が1,070百万

円増加しましたが、現金及び預金が1,116百万円、有価証券が償還等により1,199百万円、たな卸資産が1,059百

万円それぞれ減少し、結果として2,641百万円減少しました。 

  

(b) 固定資産 

当連結会計年度末の固定資産は、前連結会計年度末に対し6,204百万円減少し、44,775百万円となりました。

有形固定資産については、減価償却等により前連結会計年度末に対し353百万円減少しております。また、投

資有価証券については、時価評価、償還までの期間が１年以内となったことによる流動資産への振替等により

6,638百万円減少しました。 

  

② 負債の部 

当連結会計年度末の負債の部は、前連結会計年度末に対し4,822百万円減少し、24,964百万円となりました。 

  

(a) 流動負債 

当連結会計年度末の流動負債は、前連結会計年度末に対し2,424百万円減少し、24,299百万円となりました。

主に、売上の期末集中度が減少した影響に伴い支払手形及び買掛金が2,184百万円減少したことによるもので

す。 

  

(b) 固定負債 

当連結会計年度末の固定負債は、前連結会計年度末に対し2,397百万円減少し、664百万円となりました。 

主に、有価証券の時価評価に伴い繰延税金負債が2,117百万円減少したことによるものです。 

  

(c) 少数株主持分 

当連結会計年度末の少数株主持分は、当連結会計年度より純資産の部に表示しております。 

  

③ 純資産の部 

当連結会計年度末の純資産の部は、前連結会計年度末の資本の部の94,763百万円に比べ3,509百万円減少しまし

た。 

主に、当期純利益により4,377百万円、当連結会計年度より少数株主持分を純資産に含めて表記することにより

344百万円それぞれ増加しましたが、自己株式の取得により2,987百万円、その他有価証券評価差額金が3,858百万

円それぞれ減少したことによるものです。 

総資産に占める自己資本比率は前連結会計年度末の75.8％から78.2％となり、１株当たり純資産額は、前連結

会計年度末より34.51円減少し1,712.27円となりました。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、主として自社利用及び市場販売目的のソフトウェア開発として1,261百万円

を投資したことを含め、総額2,589百万円の投資を行いました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

  

  

事業所名 
(所在地) 

事業部門名称 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
器具

及び備品 
土地

(面積㎡) 
合計 

東京本社 
(東京都中央区) 

ソフトウェア開発

システム販売 
全社的管理業務 

生産・開発

事務所 
4,627 899

5,651 
(1,995.20)

11,177 2,078

東京第１センター 
(東京都江東区) 

情報処理 データセンター 978 356
1,016 

(1,580.58)
2,350 9

東京第２センター 
(東京都江戸川区) 

情報処理 データセンター 4,004 459
5,078 

(1,646.27)
9,543 53

関西支社 
(大阪府豊中市) 

ソフトウェア開発

システム販売 
管理業務 

生産・開発

事務所 
1,224 52

1,380 
( 651.04)

2,657 285

大阪センター 
(大阪市北区) 

情報処理 データセンター 2 5
― 

(   ―)
7 1

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門 
名称 

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 建物及び

構築物 
器具

及び備品 
土地

(面積㎡) 
合計 

SCSソリューションズ

㈱ 

本社他 
(東京都 
江東区他) 

ソフトウェア開発 
生産・開発

事務所 
27 1

137 
( 216.69)

166 242

ヴィーエー・リナック

ス・システムズ・ジャ

パン㈱ 

本社 
(東京都 
中央区) 

ソフトウェア開発 
生産・開発

事務所 
0 37

― 
(   ―)

38 33



(3) 在外子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借及びリース設備の内容は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

  

会社名 
事業所名

(所在地) 
事業部門

名称 
設備の

内容 

帳簿価額(百万円) 従業

員数 
(名) 

建物及び

構築物 
器具

及び備品 
土地

(面積㎡) 
合計 

Sumisho Computer 
Systems(USA),Inc. 

New York Office他 
(米国ニューヨーク州他) 

ソフト 
ウェア開発 
情報処理 

生産・

開発 
事務所 

12 25
― 

( ―)
38 74

SUMISHO COMPUTER 
SYSTEMS(EUROPE)LTD. 

London Office他

(英国ロンドン) 

ソフト 
ウェア開発 
情報処理 

生産・

開発 
事務所 

4 6
― 

( ―)
11 28

事業所名 
(所在地) 

事業部門名称 設備の内容 リース及び賃借期間 リース料又は賃借料

東京本社他 
(東京都中央区他) 

ソフトウェア開発 
システム販売 
全社的管理業務 

ホストコンピュー
ター他周辺機器 

リース：主に４年
年間リース料： 

1,340百万円 

生産・開発事務所 ―
年間賃借料 

1,362百万円 

関西支社 
(大阪府豊中市) 

ソフトウェア開発 
システム販売 
管理業務 

生産・開発事務所 ―
年間賃借料 

168百万円 

大阪センター 
(大阪市北区) 

情報処理 データセンター ―
年間賃借料 

81百万円 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業部門名称 設備の内容
リース及び 
賃借期間 

リース料 
又は賃借料 

イー・コマース・
テクノロジー㈱ 

本社
(東京都中央区) 

ソフトウェア
開発 

生産・開発
事務所 

―
年間賃借料 

42百万円

SCSソリューショ
ンズ㈱ 

本社他 
(東京都 
江東区他) 

ソフトウェア
開発 

生産・開発
事務所 

―
年間賃借料 

17百万円



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 平成17年８月１日付をもって、住商エレクトロニクス㈱と合併(合併比率１：0.58)したことに伴い、10,702,838株増加しま

した。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類 
事業年度末現在発行数(株)

(平成19年３月31日) 
提出日現在発行数(株)
(平成19年６月27日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 54,291,447 54,291,447
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権
利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式 

計 54,291,447 54,291,447 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成17年８月１日 10,702,838 54,291,447 ― 21,152 10,650 31,299



(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式1,198,511株は、「個人その他」に11,985単元、「単元未満株式の状況」に11株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、21単元含まれております。 

  

(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

  

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

0 52 42 152 112 2 7,905 8,265 ―

所有株式数 
(単元) 

0 84,590 5,485 311,573 71,879 40 68,117 541,684 123,047

所有株式数 
の割合(％) 

0 15.62 1.01 57.52 13.27 0.01 12.57 100.00 ―

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株) 
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番11号 30,254,359 55.73 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,810,500 5.18 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,262,100 4.17 

住商情報システム株式会社 東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,198,511 2.21 

エイチエスビーシー バンク 
ピーエルシー クライアンツ 
ユーケー タックス トリーテ
ィー 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店カストディ業務部) 

8 CANADA SQUARE, LONDON E14 5HQ
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

903,900 1.66 

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券株式会社証券管理本
部オペレーション部門) 

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON
E14 4QA ENGLAND 
(東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号) 

786,140 1.45 

住商情報システム従業員持株会 東京都中央区晴海１丁目８―12 699,274 1.29 

ノーザントラスト カンパニー
(エイブイエフシー)サブアカウ
ント ブリティッシュクライア
ント 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店カストディ業務部) 

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 
E14 5NT UK 
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 

463,700 0.85 

日興シティ信託銀行株式会社
(投信口) 

東京都品川区東品川２丁目３番14号 410,800 0.76 

ピクテ アンド シエ 
(常任代理人 株式会社三井住
友銀行 資金証券サービス部) 

ROUTE DES ACACIAS 60, 1227 CAROUGE, 
SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内１丁目３番２号) 

388,000 0.71 

計 ― 40,177,284 74.01 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株(議決権21個)が含まれております。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式11株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 
株式数 
(株) 

議決権の数
(個) 

内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

―
権利内容に何ら限定の無い当
社における標準となる株式 普通株式 1,198,500

完全議決権株式(その他) 普通株式 52,969,900 529,699 同上

単元未満株式 普通株式 123,047 ― 同上

発行済株式総数 54,291,447 ― ― 

総株主の議決権 ― 529,699 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数

(株) 

他人名義
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
住商情報システム株式会社 

東京都中央区晴海 
１丁目８番12号 

1,198,500 ― 1,198,500 2.21

計 ― 1,198,500 ― 1,198,500 2.21



 (8) 【ストックオプション制度の内容】 

当制度は、会社法に基づき、平成19年６月27日の取締役会において決議されたものであります。 

当制度の内容は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整により生

じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株式の無償割当

を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲

内で株式数を調整することができる。 

２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たり

の金額(以下「行使価額」という。)に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行使価額は、新株予約権を

割り当てる日(平成19年７月27日(以下「割当日」という。))の属する月の前月の各日(取引が成立しない日を除く。)の東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

ただし、その金額が割当日の終値(当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日の終値。)を下回る場合は、割当日の終

値とする。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割または株式併合を行う場合、上記の行使価額は、株式分割または株式併合の比

率に応じ、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式の発行または自己株式の処分を行う場合(会社法第194条の

規定(単元未満株主による単元未満株式売渡請求。)に基づく自己株式の売渡し、当社普通株式に転換される証券もしくは

転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。)の転換ま

たは行使の場合を除く。)、上記の行使価額は、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数

は切り上げる。 

  

決議年月日 平成19年６月27日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役  10 

当社執行役員 14 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 49,000 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)２ 

新株予約権の行使期間 平成21年７月１日～平成24年６月30日 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社の関

係会社の取締役、監査役もしくは執行役員の地位にあること

を要す。 

  ただし、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこ

の限りでない。 

② 新株予約権の相続はこれを認めない。 

③ その他権利行使の条件は、平成19年６月27日開催の平成19年

３月期定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
(注)３

新株予約権の取得条項に関する事項 (注)４

  調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 



  

  

上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済普通株式総数から当社が保有する普通株式に係る自己株式数を控

除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替える。 

さらに、当社が合併等を行う場合、株式の無償割当を行う場合、その他上記の行使価額の調整を必要とする場合には、合

併等の条件、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲内で行使価額を調整することができる。 

３ 組織再編行為時の取扱い 

組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当

該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

① 合併(当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 

４ 新株予約権の取得条項 

① 当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全子会社

となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株式総会で承認された場合は、当社は新株

予約権を無償で取得することができる。 

  

  

  調整後行使価額 

  

＝ 

  

調整前行使価額 × 

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



また、株式報酬型ストックオプションとして決議された当制度の内容は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数について行われ、調整により生

じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 

  

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

  

また、当社が合併、会社分割、株式交換または株式移転(以下総称して「合併等」という。)を行う場合、株式の無償割当

を行う場合、その他株式数の調整を必要とする場合には、合併等、株式の無償割当の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲

内で株式数を調整することができる。 

２ 新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、新株予約権の行使に際して払込をすべき１株当たり

の金額(以下「行使価額」という。)に各新株予約権の目的である株式の数を乗じた価額とし、行使価額は、１円とする。

３ 組織再編行為時の取扱い 

  組織再編に際して定める契約書または計画書等に以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、当

該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。 

① 合併(当社が消滅する場合に限る。） 

  合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社 

② 吸収分割 

  吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社 

③ 新設分割 

  新設分割により設立する株式会社 

④ 株式交換 

  株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社 

⑤ 株式移転 

  株式移転により設立する株式会社 

４ 新株予約権の取得条項 

① 当社は、新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得すること

ができる。 

② 当社は、当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全子会社

となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株式総会で承認された場合は、当社は新株

予約権を無償で取得することができる。 

決議年月日 平成19年６月27日 

付与対象者の区分及び人数(名) 
当社取締役  10 

当社執行役員 14 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 16,400 (注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額(円)   (注）２ 

新株予約権の行使期間 平成19年７月28日～平成39年７月26日 

新株予約権の行使の条件 

① 行使期間内において、新株予約権者は、権利行使時におい

て、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した

日の翌日(以下、「権利行使開始日」という。)から２年間に

限り新株予約権を行使することができるものとする。 

② 上記①にかかわらず平成37年７月31日に至るまで新株予約権

者が権利行使開始日を迎えなかった場合には、平成37年８月

１日以降新株予約権を行使できるものとする。 

③ 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権者の相続人による

本新株予約権の相続を認めるものとする。 

④ その他権利行使の条件は、平成19年６月27日開催の平成19年

３月期定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に

定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議に

よる承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
（注）３ 

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４ 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 会社法第155条第３号による取得 
  

(注) 東京証券取引所ToSTNeT-2による買付けであります。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 会社法第155条第７号による取得 
  

(注) １ 単元未満株式買取によるものであります。 

２ 当期間における取得自己株式には平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含まれておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 
  

(注) 当期間における保有自己株式数には平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り及び買増

しによる株式数は含まれておりません。 

  

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成19年２月13日)での決議状況 
(取得日 平成19年２月14日) 

1,200,000 3,132,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 1,141,600 2,979,576,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 58,400 152,424,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 4.87 4.87

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 4.87 4.87

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度における取得自己株式 3,299 8,625,290

当期間における取得自己株式 304 773,980

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式買増請求) 164 511,504 ― ― 

保有自己株式数 1,198,511 ― 1,198,815 ― 



３ 【配当政策】 

当社は株主への利益還元の最も重要な方法として配当を考えております。配当の決定において安定的な配当の維

持、当社の財務状況、収益動向及び配当性向等を総合的に勘案の上、配当を行うことが株主にとって最も重要と考え

ております。 

当社は、現時点におきましては、当社の属する情報サービス産業の著しい技術革新動向及び市場構造変化を勘案

し、事業・収益基盤の更なる安定化あるいは強化拡充を目的とする他社との資本・業務提携、企業買収及び当社の研

究開発・設備増強等の各種投資に備え、内部留保を充実することも、当社企業価値の向上に重要な事項と考えており

ます。 

当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年２回を基本的な方針としております。 

なお、平成18年６月28日開催の定時株主総会において、配当政策の機動性を高めるべく会社法第459条第１項に基づ

き「剰余金の配当等を取締役会が決定する旨」の定款の変更について決議されており、これらの配当の決定機関は、

取締役会であります。 

また、当連結会計年度においては、自己株式を1,144,735株取得いたしました。自己株式の取得につきましては、自

己株消却を行った場合には、株主に対する利益還元のひとつになると考えており、また、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策の遂行を可能にするものと考えております。今後におきましても、株価の動向や財務状況等を鑑み

つつ、適切且つ機動的に対応していく考えです。 

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６箇月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額 

平成18年10月26日 
取締役会決議 

705百万円 13円00銭

平成19年５月16日 
取締役会決議 

796百万円 15円00銭

回次 第35期 第36期 第37期 第38期 第39期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 4,700 4,200 3,500 2,785 3,020

最低(円) 2,110 2,150 2,020 1,981 1,801

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 3,020 2,970 2,920 2,900 2,725 2,595

最低(円) 2,280 2,660 2,660 2,560 2,420 2,305



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

代表取締役 
会長 

― 西 條   温 昭和17年７月24日生

昭和40年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ 12,000 

平成５年６月 同社取締役

  米国住友商事会社副社長

平成７年６月 住友商事株式会社メディア事業

本部長 
平成９年４月 同社常務取締役

平成12年４月 同社情報産業部門統括役員

平成13年４月 同社専務取締役

  米州総支配人 米国住友商事会

社社長 
平成14年４月 住友商事株式会社取締役副社長

平成15年４月 同社取締役 副社長執行役員

平成15年６月 同社副社長執行役員

平成17年４月 当社顧問

平成17年６月 代表取締役会長(現在)

代表取締役 
社長 

社長執行役員 
― 阿 部 康 行 昭和27年４月17日生

昭和52年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ 6,952 

平成10年８月 Presidio Venture Partners,LLC

社長兼任 
平成10年10月 Sumitronics Inc.社長兼任

平成13年８月 米国住友商事会社情報産業部門

長兼任 
平成14年４月 住友商事株式会社理事

  住商エレクトロニクス株式会社

顧問 
平成14年６月 住商エレクトロニクス株式会社

代表取締役社長 
平成16年６月 当社取締役兼任

平成17年４月 当社代表取締役社長(現在)

  社長執行役員(現在)

  住商エレクトロニクス株式会社

取締役兼任 
平成17年８月 SCSカンパニー社長

代表取締役 
常務執行役員 

コーポレー

ト部門長 
石 坂 信 彦 昭和21年11月２日生

昭和44年４月 住友商事株式会社入社 

(注)３ 4,100 

平成11年４月 同社理事

平成12年６月 当社監査役兼任

平成14年７月 住友商事株式会社人材・情報グ

ループ長補佐 
平成15年６月 当社取締役

  エス・シー・ソリューション事

業部長 
平成16年６月 ビジネス・バリュー開発事業グ

ループ長 
平成17年１月 執行役員

平成17年４月 常務執行役員(現在)

  法務・リスク監理グループ長

  情報セキュリティ担当

平成17年５月 コーポレート部門統括

平成17年６月 代表取締役(現在)

平成17年８月 コーポレート部門長(現在)



  

  
  

次へ 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
常務執行役員 

社長付(営

業推進、国

内 拠 点 担

当) 

大 槻 光 博 昭和20年11月12日生

昭和44年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ 4,700 

平成10年６月 当社監査役兼任

平成12年４月 住友商事株式会社業務グループ

長付兼IT企画推進部長 
平成12年６月 当社取締役

  システム・マネジメント事業部

長 
平成13年６月 産業システム第一事業部長

平成15年６月 ネットワーク・ソリューション

事業部長 
平成16年４月 IT基盤ソリューション事業部長

平成16年６月 常務取締役

  エス・シー・ソリューション事

業部長 
平成17年１月 常務執行役員(現在)

平成17年４月 ProActive事業部長

平成17年６月 取締役(現在)

平成18年４月 ERPソリューション事業部門長

平成19年４月 社長付(特命：営業推進、国内拠

点担当)(現在) 

取締役 
常務執行役員 

ビジネス開

発事業部門

長 

ライフサイ

エンス事業

部長 
技術グルー

プ長 

油 谷   泉 昭和24年２月22日生

昭和44年４月 ダイハツディーゼル株式会社入

社 

(注)３ 2,533 

昭和47年９月 当社入社

平成12年６月 ネットワーク・ソリューション

事業部副事業部長 
平成13年６月 取締役

  ネットワーク・マネジメント事

業部副事業部長 
平成14年６月 ネットワーク・マネジメント事

業部長 
平成14年10月 ネットワーク・ソリューション

事業部長 
平成15年６月 産業システム第一事業部長

平成17年１月 執行役員

平成17年４月 経営改革担当

平成17年５月 経営企画グループ長

平成17年６月 生産技術担当

  品質管理担当

平成17年６月 取締役(現在)

平成17年８月 企画グループ長

生産技術グループ長 
平成18年４月 常務執行役員(現在)

ビジネス開発事業部門長(現在) 
平成19年４月 技術グループ長(現在)

ライフサイエンス事業部長(現

在) 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
執行役員 

企画グルー

プ長 
法務・リス

ク管理グル

ープ長 

企画グルー

プ業務改革

推進室長 

福 永 哲 弥 昭和35年２月１日生

昭和58年４月 日本長期信用銀行入行

(注)３ 1,560 

平成11年10月 チェースマンハッタン銀行コー

ポレート＆インヴェストメント

バンキンググループ バイスプ

レジデント 
平成12年６月 ライコスジャパン株式会社CFO

平成14年12月 住商エレクトロニクス株式会社

顧問 
平成15年２月 同社取締役

  常務執行役員

  経営支援本部長

平成16年４月 同社コーポレート部門長

平成17年４月 当社執行役員(現在)

  経営改革担当

  住商エレクトロニクス株式会社

取締役兼任 
平成17年５月 事業推進グループ長

平成17年６月 取締役(現在)

平成17年８月 法務・リスク管理グループ長(現

在) 
企画グループ副グループ長 

平成18年４月 企画グループ長(現在)

平成19年１月 企画グループ業務改革推進室長

(現在) 

取締役 
常務執行役員 

産業システ

ム事業部門

長 

鎌 田 裕 彰 昭和25年７月23日生

昭和49年４月 当社入社

(注)３ 1,200 

平成14年４月 産業システム第一事業部長補佐

平成17年４月 執行役員

産業システム第一事業部長 
平成17年８月 産業システム事業部長

平成18年４月 常務執行役員(現在)

産業システム事業部門長(現在) 
平成18年６月 取締役(現在)

取締役 
執行役員 

財務経理グ

ループ長 
小 島   收 昭和23年４月25日生

昭和46年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ 2,300 

平成11年６月 当社監査役兼任

平成15年５月 住友商事株式会社フィナンシャ

ル・リソーシズグループ長補佐 
平成16年６月 当社理事

財務経理グループ長(現在) 
平成17年４月 執行役員(現在)

平成18年６月 取締役(現在)

取締役 
常務執行役員 

グローバル

ソリューシ

ョン事業部

門長 

SCソリュー

ション事業

部長 

小 川 和 博 昭和24年７月21日生

昭和50年４月

平成12年６月

住友商事株式会社入社

同社業務グループIT企画推進部

長 

(注)３ 1,600 

平成16年６月 当社理事兼任

エス・シー・ソリューション事

業部長付 
SCS・ITマネジメント株式会社社

長 
平成17年４月 当社執行役員

平成17年10月 エス・シー・ソリューション事

業部長 
平成18年４月 SCソリューション事業部門長

SCソリューション事業部長(現

在) 
平成19年４月 常務執行役員(現在)

グローバルソリューション事業

部門長(現在) 
平成19年６月 取締役(現在)



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

取締役 
常務執行役員 

プラットフ

ォームソリ

ューション

事業部門長 

栗 本 重 夫 昭和26年１月２日生

昭和48年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ 400 

平成10年４月 同社エレクトロニクス本部電子

材部長 
平成16年５月 当社理事

IT基盤ソリューション事業部副

事業部長 
平成17年４月 執行役員

IT基盤ソリューション事業部長 
平成18年４月 ERP基盤ソリューション事業部門

副事業部門長 
ProActive事業部長 
プラットフォームソリューショ

ン事業部門副事業部門長 
平成19年４月 常務執行役員(現在)

プラットフォームソリューショ

ン事業部門長(現在) 
平成19年６月 取締役(現在)

取締役 ― 露 口   章 昭和31年６月22日生

昭和54年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ ― 

平成14年４月 エスシー・コムテクス株式会社

取締役兼任 
平成15年２月 住商エレクトロニクス株式会社

常務執行役員兼任 
平成15年４月 住友商事株式会社ネットワーク

システム部長 
平成16年６月 住商エレクトロニクス取締役兼

任 
平成17年８月 当社執行役員兼任

平成18年４月 住友商事株式会社理事(現在)

平成19年４月 同社メディア・ライフスタイル

事業部門ネットワーク事業本部

長(現在) 
平成19年６月 当社取締役兼任(現在)

取締役 ― 内藤 達次郎 昭和32年11月26日生

昭和56年４月 住友商事株式会社入社

(注)３ ― 

平成14年11月 米国住友商事会社情報システム

部長 
平成19年４月 住友商事株式会社人材・情報グ

ループIT企画推進部長(現在) 
平成19年６月 当社取締役兼任(現在)

監査役 

(常勤) 
― 笹山 比佐夫 昭和22年１月22日生

昭和44年４月 住友商事株式会社入社

(注)４ 500 

平成８年10月 同社管理総括部長兼国際貿易管

理室長 
平成14年６月 住商エレクトロニクス株式会社

監査役 
平成17年６月 当社監査役兼任

平成17年８月 監査役(現在)



  

(注) １ 取締役内藤達次郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 
  

２ 監査役笹山比佐夫、山本勲、林正俊は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
  

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

ります。 
  

４ 監査役笹山比佐夫の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。 
  

５ 監査役近藤材、山本勲の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 
  

６ 監査役林正俊の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時ま

でであります。 

  

次へ 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

(株) 

監査役 

(常勤) 
― 近 藤   材 昭和22年９月13日生

昭和45年４月 住友商事株式会社入社

(注)５ 3,300 

平成７年４月 同社国際人材開発部長

平成13年12月 当社理事兼任

業務本部副本部長兼インベスタ

ー・リレイションズ室副室長 
平成14年１月 当社理事

平成14年６月 総務人事グループ長

平成15年６月 取締役

平成17年１月 執行役員

平成17年８月 住エレ・ビジネスサポート株式

会社社長 
平成19年４月 社長付(特命：総務人事グループ

担当) 
平成19年６月 監査役(現在)

監査役 ― 山 本   勲 昭和18年３月７日生

昭和40年４月 住友商事株式会社入社

(注)５ ― 

昭和63年６月 同社投資事業本部国内事業部長

平成６年６月 同社監査役

平成13年６月 同社常任監査役

平成15年６月 同社顧問(現在)

  当社監査役兼任(現在)

  住商リース株式会社監査役兼任

(現在) 

監査役 ― 林   正 俊 昭和31年１月20日生

昭和53年４月 住友商事株式会社入社

(注)６ ― 

平成14年４月 同社メディア事業本部映像メデ

ィア事業部長 
平成15年３月 同社情報産業事業部門情報産業

総括部長 
株式会社ジュピターテレコム監

査役兼任(現在) 
平成17年４月 住友商事株式会社理事(現在)

平成18年６月 当社監査役兼任(現在)

平成19年４月 住友商事株式会社メディア・ラ

イフスタイル事業部門メディ

ア・ライフスタイル総括部長(現

在) 

計 41,145 



(ご参考) 平成19年６月27日現在の執行役員の陣容は次のとおりであります。 

  

*印の各氏は、取締役を兼務しております。 

前へ     

執行役員役名 氏名 職名

*社長執行役員 阿 部 康 行

*常務執行役員 石 坂 信 彦 コーポレート部門長

*常務執行役員 大 槻 光 博 社長付(営業推進、国内拠点担当) 

*常務執行役員 油 谷   泉
ビジネス開発事業部門長、ライフサイエン
ス事業部長、技術グループ長 

*常務執行役員 鎌 田 裕 彰 産業システム事業部門長

*常務執行役員 小 川 和 博
グローバルソリューション事業部門長、SC
ソリューション事業部長 

*常務執行役員 栗 本 重 夫
プラットフォームソリューション事業部門
長 

*執行役員 福 永 哲 弥
企画グループ長、法務・リスク管理グルー
プ長、企画グループ業務改革推進室長 

*執行役員 小 島   收 財務経理グループ長

執行役員 藤 井   謙
産業システム事業部門副事業部門長、金融
ソリューション事業部長 

執行役員 猪 股 恭 次
プラットフォームソリューション事業部門
副事業部門長 

執行役員 中 村 圭 吾 関西支社長

執行役員 玉 置 健 二
グローバルソリューション事業部門副事業
部門長、グローバルソリューション事業推
進室長 

執行役員 髙 山 昇 一
プラットフォームソリューション事業部門
副事業部門長 

執行役員 杉 橋   剛

グローバルソリューション事業部門 
ERPソリューション事業部長、ERPソリュー
ション事業部営業推進部長、ビジネス開発
事業部門ビジネス開発事業部長 

執行役員 中 谷 光一郎
総務人事グループ長、人事部長、SCSビジネ
スサポート株式会社社長 

執行役員 池 田 良 章
情報システムグループ長、情報セキュリテ
ィ・IT統括部長 

執行役員 萩 尾   富 SCSソリューションズ株式会社社長 

執行役員 大 吉 哲 夫
産業システム事業部門金融ソリューション
事業部副事業部長 

執行役員 印 南   淳
産業システム事業部門産業システム事業部
長、産業システム事業部門プロジェクト監
理室長 

執行役員 新 海 立 明
産業システム事業部門製造ソリューション
事業部長 

執行役員 土 居 陽 夫
ビジネス開発事業部門Curl事業部長、
Curl,Incorporated社長 

執行役員 前 田 博 文 中部支社長、中部支社 営業推進部長 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、企業としての社会的責任(CSR)を念頭に、株主をはじめとする様々なステークホルダーを視野に

入れた経営を実践していきます。かかる観点から、経営の効率性の向上と経営の健全性の維持、及びこれらを達成

するための経営の透明性の確保が、当社グループのコーポレート・ガバナンスの基本であり、経営の最重要課題の

一つであると認識した上で、当社に最も相応しい経営体制の整備・構築を目指しております。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

① 会社の機関の状況 

・取締役会の状況 

当社取締役は、その任期を１年間とし、その改選任については、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行うことを定款にて定めており、毎年

定時株主総会にて株主による選任を受けております。平成18年度につきましては、社外取締役を含む11名の取

締役にて取締役会を構成・運営してまいりました。 

当社取締役会は、取締役会長が議長に就任し、業務全般を統括する取締役社長との役割分担を行っておりま

す。また、取締役会長を除く常勤取締役が執行役員を兼任する体制を敷き、事業の実態を踏まえた迅速な経営

意思決定と業務執行監督の実効性の維持・強化を図っております。さらに、取締役・執行役員・監査役等から

構成される経営会議を設置し、経営上・執行上の重要事項について審議・討議するとともに、各部門の業務執

行の状況等を適時・適切に確認しております。 

当社は経済情勢の変化に対応し迅速な経営諸施策を迅速に遂行することを可能にするため、会社法第165条第

２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款

にて定めております。 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項にて定める事項については、機動的な配当政策を図るため、株

主総会の決議によらず剰余金の配当等を取締役会決議により行うことを可能とするよう定款にて定めておりま

す。 

  

・執行役員の状況 

当社における執行役員制度は平成17年１月１日より導入され、当制度において当社執行役員は、取締役会によ

り決定された経営方針に従い、社長執行役員の指揮命令のもと業務執行を担うものと位置づけております。当

制度の導入により、取締役会が経営上の重要事項の意思決定及び業務執行の監督機能を一元的に担うことが明

確になり、また取締役会によるより迅速な経営方針の決定とより効果的な業務執行の監督体制が整備・強化さ

れ、当社コーポレート・ガバナンスの一層の充実に貢献しております。 

  

・監査役会の状況 

当社は監査役制度を採用し、取締役会による業務執行の監督及び監査役会による監査を軸とする監視体制を構

築しております。 

監査役会は、社外監査役３名を含む４名で構成され、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行

い、または決議をしております。各監査役は、監査役会で定めた監査の方針等に従い、取締役会及び経営会議

その他の重要な会議に出席する他、取締役・執行役員に営業の報告を求め、また、内部監査部門である内部監

査室並びに情報セキュリティ・EMS監査室からも報告を受け、重要な決裁書類等を閲覧するとともに、子会社・

関連会社を含む主要な事業所を往査のうえ業務及び財産の状況を調査しております。更に、監査役は、会計監

査人との定期的な打合せを通じて、会計監査人の監査活動の把握と情報交換を図るとともに、会計監査人によ

る監査講評会への出席、在庫たな卸監査への立会等を行い、監査役の活動の効率化と質的向上を図っておりま

す。 



  



② コーポレート・ガバナンス体制 

当社のコーポレート・ガバナンス体制は、以下のとおりであります。 
  

 
  

③ 内部統制システムの整備状況 

当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他当社の業務の適正を確

保するために必要な体制(以下「内部統制システム」という。)に関する基本方針並びに体制整備に必要な事項に

ついては、以下のとおりと考えております。 

なお、既に構築され、実施されている内部統制システムについては以下のとおりでありますが、継続的な見直

しによって、その時々の要請に合致した、優れた内部統制システムの構築を図るべきものと考えております。 

  

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制について 

・取締役会は、監査役設置会社としての当社における内部統制システムの整備に関する方針を定めるとともに

役職員の法令等遵守の徹底に努めております。 

・取締役による職務執行の監督機能の維持・向上のため、社外取締役を継続して選任しております。 

・取締役会及び取締役の業務監督機能を強化するため、執行役員制度を採用し、取締役会及び取締役による監

督機能と執行役員による業務執行機能とを分離しております。 

  



・内部統制システムが有効に機能しているかを確認し、その実行状況を監視するための内部監査体制として取

締役社長直属の内部監査室及び情報セキュリティ・EMS監査室を、また内部統制システムの整備・運用を支援

するための体制としてインターナルコントロール委員会及びインターナルコントロール推進室を配置してお

ります。 

・法令等の遵守に関する規程を含めた社内規程を定め、役職員に行動規範を明示するとともに、コンプライア

ンス委員会を設置し、また、社内各層への周知を目的に作成した「SCSコンプライアンスマニュアル」を役職

員に配布し、法令等遵守の徹底を図っております。 

・法令等の遵守体制強化の一環として、通報者の保護を徹底した内部通報制度(「スピークアップ制度」)を導

入し、役職員が直接、コンプライアンス委員会、監査役及び顧問弁護士にコンプライアンス上の情報を連絡

できるルートを確保しております。 

  

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について 

・取締役会は、取締役会その他の重要な会議の意思決定に係る情報及び起案書等、その職務執行に係る情報の

保存、管理につき、文書規程等社内規程を定め、情報の記録管理体制を整備しております。 

  

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制について 

・取締役会は、当社の事業に関連して想定可能なリスクを認識、評価する仕組みを定め、関連部署においてリ

スクを予防するための規則、ガイドライン等の制定、管理、運用等の実施により個別リスクに対応する仕組

みを構築しております。 

・役職員のリスク関連規程、ガイドライン等の遵守状況を監視する体制を整備しております。 

・会社に重大な影響を及ぼす恐れのある不測の事態の発生に備え、緊急事態対応規程を定め、適切かつ迅速に

対応する体制整備を図っております。 

  

４．取締役の職務の執行が効率的に行われていることを確保するための体制について 

・取締役会は、執行役員に業務執行職務を委嘱することにより、取締役の業務遂行上の職務権限を明確にして

おります。 

・重要事項の討議機関として経営会議を、取締役社長の諮問機関として各種委員会等を設置しております。 

・役職員の効率的な職務執行を可能とするために組織体制を整備するとともに、ITの整備及び利用により、経

営意思決定を効率的にできる体制を整備しております。 

  

５．当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制について 

・取締役会は、親会社並びに子会社等との緊密な連携のもと「経営理念」、「行動指針」を定め、当社企業集

団における経営理念の共有を図り、法令等の遵守並びにリスク管理に努めております。 

・子会社等の独立性を尊重しつつ、法令等の遵守及びリスク管理の観点から子会社等管理の基本方針及び運営

方針を策定しております。 



・社内規程により、子会社等の「営業上の重要事項」に関する当社宛打合せ・報告事項について定めておりま

す。また、取締役・監査役の派遣を通じて子会社等を管理しております。 

・社内規程により、当社が経営主体となる子会社等を内部監査の対象としております。 

・子会社等においても、当該会社自身のコンプライアンス委員会の設置及び「スピークアップ制度」の導入な

ど、当社と同様に法令等を遵守するための体制を整えるよう指導しております。 

  

６．監査役がその職務を補助すべき使用人をおくことを求めた場合における当該使用人に関する事項について 

・監査役の業務を補佐する従業員(以下「監査役スタッフ」という。)を若干名配置しております。 

  

７．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項について 

・監査役は、監査役スタッフの人事異動及び人事評価等について事前に報告を受け、必要な場合は取締役社長

に対して変更を申し入れることができるものとしております。 

  

８．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制について 

・取締役会及び取締役は、経営会議その他の重要な会議への出席を監査役に要請しております。 

・業務執行に関する重要な書類を監査役に回付している他、必要に応じ、役職員が監査役への報告・説明を行

っております。 

  

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制について 

・監査役は、取締役社長を含む主要な役職員と相互の意思疎通を図るため、定期的に会合を行っております。 

・監査役は、その職務の適切な遂行のため、子会社等の取締役・監査役との意思疎通、情報の収集・交換を図

っております。 

・監査役は、会計監査人との定期的な打合せを通じて、会計監査人の監査活動の把握と情報交換を図るととも

に、会計監査人の監査講評会への出席、在庫たな卸監査への立会等を行い、監査役の活動の効率化と質的向

上を図っております。 

・内部監査室並びに情報セキュリティ・EMS監査室は、内部監査の計画及び結果について適時に監査役に報告す

る等、効率的な監査役の監査に資するよう、監査役と緊密な連携を保っております。 

  



④ 内部監査及び監査役監査の状況 

内部監査の専任部門として、当社の内部監査体制全般を所管する内部監査室及び情報セキュリティ・個人情報

保護・環境に係る内部監査を担当する情報セキュリティ・EMS監査室があります。両室は、計10数名で会社業務を

モニタリングしております。具体的には、年度監査計画に基づいて、子会社・関連会社を含む主要な事業所を往

査のうえ業務及び財産の状況を調査し、取締役社長に監査報告書を提出しております。両室は、監査役とは独立

した関係にありますが、内部監査計画の策定に当たっては監査役と連絡をとり、内部監査結果については監査役

にも報告しております。 

また、監査役は、会計監査人との定期的な打合せを通じて、会計監査人の監査活動の把握と情報交換を図ると

ともに、会計監査人の監査講評会への出席、在庫たな卸監査への立会等を行い、監査役の活動の効率化と質的向

上を図っております。 

  

⑤ 会計監査の状況 

業務を執行した公認会計士の氏名    三浦邦仁、杉浦宏明、山本勝一 

所属する監査法人           あずさ監査法人 

提出会社に係る継続監査年数      該当事項はありません。 

(当該年数が７年を超える場合に限る。) 

監査業務に係る補助者の構成      公認会計士５名、その他11名 

  

⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

・社外取締役の大澤善雄氏(※１)は、当社の筆頭株主・顧客である当社親会社住友商事㈱の執行役員でありま

す。また、鳥山悟氏(※２)、内藤達次郎氏(※３)は住友商事㈱の職員であります。 

・社外監査役の笹山比佐夫氏は、当社の筆頭株主・顧客である当社親会社住友商事㈱の出身であります。また、

林正俊氏は、住友商事㈱の職員、山本勲氏は、住友商事㈱の顧問であります。 

  
(※１)平成19年６月27日の定時株主総会において退任。 

(※２)平成19年３月31日退任。 

(※３)平成19年６月27日の定時株主総会において選任。 

  



(3) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役・監査役に対する役員報酬及び会計監査人に対する監査報酬は、以下のとおり

であります。 

  

役員報酬の内容 

(単位：百万円) 

(注) 上記報酬には、使用人兼務取締役に対する使用人給与相当額を含んでおりません。 

また、社外役員に対する報酬額23百万円を含めております。 

  

監査報酬の内容 

(単位：百万円) 

(注) 上記以外の業務に基づく報酬の内容は、アニュアルレポートに係るアドバイザリー業務に係る報酬であります。 

  

区分 報酬 
利益処分による

役員賞与 
株主総会決議に
基づく退職慰労金

計 

取締役に支払った報酬 (注) 159 22 55 236 

監査役に支払った報酬 (注)  50 ― 19 69 

合計 209 22 74 305 

区分 報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 40

上記以外の業務に基づく報酬(注) 1

合計 42



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表並びに、当連結会計年度(平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務

諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   4,658 3,542  

２ 受取手形及び売掛金 ※５   29,841 29,195  

３ 有価証券   1,899 700  

４ たな卸資産   5,761 4,701  

５ 繰延税金資産   1,717 1,946  

６ 預け金   26,800 27,870  

７ その他   3,408 3,499  

貸倒引当金   △1 △12  

流動資産合計   74,084 59.2 71,443 61.5

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※２      

(1) 建物及び構築物   12,033 11,585  

(2) 器具及び備品   2,471 2,566  

(3) 土地   14,667 14,667  

有形固定資産合計   29,173 23.3 28,819 24.8

２ 無形固定資産 ※３   2,927 2.3 2,935 2.5

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※１   16,774 10,136  

(2) 長期前払費用   208 924  

(3) 賃借保証金   1,696 1,738  

(4) 繰延税金資産   90 47  

(5) その他   342 266  

貸倒引当金   △233 △92  

投資その他の資産合計   18,878 15.1 13,020 11.2

固定資産合計   50,979 40.8 44,775 38.5

資産合計   125,064 100.0 116,218 100.0

       



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金 ※５   14,828 12,644  

２ 未払法人税等   2,100 2,410  

３ 賞与引当金   ― 1,601  

４ 役員賞与引当金   ― 94  

５ その他   9,795 7,548  

流動負債合計   26,724 21.4 24,299 20.9

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債   2,253 135  

２ 退職給付引当金   459 215  

３ 役員退職慰労引当金   206 173  

４ 賃貸保証金   111 99  

５ その他   31 39  

固定負債合計   3,062 2.4 664 0.6

負債合計   29,786 23.8 24,964 21.5

(少数株主持分)      

   少数株主持分   514 0.4 ― ―

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   21,152 16.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   31,299 25.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   37,450 29.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,142 4.1 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定   △86 △0.1 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※４   △195 △0.2 ― ―

資本合計   94,763 75.8 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  125,064 100.0 ― ―

       



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 21,152 18.2

２ 資本剰余金   ― ― 31,299 26.9

３ 利益剰余金   ― ― 40,395 34.8

４ 自己株式   ― ― △3,183 △2.7

株主資本合計   ― ― 89,665 77.2

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 1,284 1.1

２ 繰延ヘッジ損益   ― ― 1 0.0

３ 為替換算調整勘定   ― ― △42 △0.0

評価・換算差額等合計   ― ― 1,243 1.1

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 344 0.3

純資産合計   ― ― 91,254 78.5

負債純資産合計   ― ― 116,218 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   120,290 100.0 137,344 100.0

Ⅱ 売上原価   99,057 82.3 106,648 77.7

売上総利益   21,232 17.7 30,696 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   14,701 12.2 22,136 16.1

営業利益   6,531 5.4 8,560 6.2

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 64 159    

２ 受取配当金 31 24    

３ 持分法による投資利益 48 31    

４ その他 121 266 0.2 177 393 0.3

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 1 1    

２ 投資事業組合損失 32 20    

３ 為替差損 16 ―    

４ その他 30 81 0.1 38 61 0.0

経常利益   6,716 5.6 8,892 6.5

Ⅵ 特別利益      

１ 固定資産売却益 ※２ ― 7    

２ 投資有価証券売却益 1,260 32    

３ 受入和解金 ― 30    

４ その他 7 1,267 1.1 2 71 0.1

Ⅶ 特別損失      

１ 固定資産除却損 ※３ 584 749    

２ 固定資産売却損 ※４ 323 2    

３ ソフトウェア一時償却額 1,271 ―    

４ 投資有価証券評価損 60 100    

５ 早期特別退職金 640 ―    

６ 事務所移転費用 140 ―    

７ 訴訟和解金 ※５ 75 ―    

８ 保守契約清算損失 ― 121    

９ その他 22 3,118 2.6 41 1,016 0.7

税金等調整前当期純利益   4,864 4.0 7,947 5.8

法人税、住民税及び 
事業税 

2,312 3,117    

法人税等調整額 △329 1,982 1.6 359 3,477 2.6

少数株主利益   159 0.1 92 0.1

当期純利益   2,722 2.3 4,377 3.2

       



③ 【連結剰余金計算書】 

  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   20,649 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  合併に伴う資本剰余金
  増加高 

  10,650 10,650 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   31,299 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   26,749 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 当期純利益   2,722   

２ 合併に伴う利益剰余金 
  増加高 

  8,762   

３ 連結子会社増加に伴う 
  利益剰余金増加高 

  499 11,984 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   1,271   

２ 取締役賞与金   10   

３ 自己株式処分差損   1 1,283 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   37,450 

      



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

 (注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,152 31,299 37,450 △195 89,707

連結会計年度中の変動額     

 剰余金の配当 (注)   △705   △705

 剰余金の配当   △705   △705

 取締役賞与金 (注)   △22   △22

 当期純利益   4,377   4,377

 自己株式の取得   △2,988 △2,988

 自己株式の処分   △0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)     

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― ― 2,945 △2,987 △42

平成19年３月31日残高(百万円) 21,152 31,299 40,395 △3,183 89,665

  

評価・換算差額等

少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,142 ― △86 5,055 514 95,278

連結会計年度中の変動額     

 剰余金の配当 (注)     △705

 剰余金の配当     △705

 取締役賞与金 (注)     △22

 当期純利益     4,377

 自己株式の取得     △2,988

 自己株式の処分     0

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △3,858 1 44 △3,811 △169 △3,981

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △3,858 1 44 △3,811 △169 △4,024

平成19年３月31日残高(百万円) 1,284 1 △42 1,243 344 91,254



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益   4,864 7,947 

減価償却費   2,568 2,307 

連結調整勘定償却額   100 ― 

のれん償却額   ― 115 

貸倒引当金の増減額(減少：△)   △7 △139 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   △238 △244 

前払年金費用の増減額(増加：△)   ― △531 

固定資産除却損   584 749 

固定資産売却損   323 2 

ソフトウェア一時償却額   1,271 ― 

投資有価証券評価損   60 100 

投資有価証券売却益   △1,260 △32 

受取利息及び受取配当金   △95 △184 

売上債権の増減額(増加：△)   △6,890 702 

たな卸資産の増減額(増加：△)   1,415 1,059 

仕入債務の増減額(減少：△)   6,137 △2,188 

取締役賞与の支払額   △10 △22 

その他   △139 △1,066 

小計   8,686 8,578 

利息及び配当金の受取額   96 190 

利息の支払額   △1 △1 

法人税等の支払額   △1,262 △2,777 

営業活動によるキャッシュ・フロー   7,518 5,989 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の売却・償還による収入   2,303 1,900 

有形固定資産の取得による支出   △1,220 △1,138 

有形固定資産の売却による収入   246 7 

無形固定資産の取得による支出   △1,758 △1,261 

投資有価証券の取得による支出   △3,531 △697 

投資有価証券の売却・償還による収入   1,414 77 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 
による支出 

  ― △156 

その他   △233 △363 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,780 △1,632 



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

長期借入金の返済による支出   ― △38 

自己株式の取得による支出   △8 △2,988 

自己株式の売却による収入   2 0 

配当金の支払額   △1,271 △1,410 

少数株主への配当金の支払額   △120 △101 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,398 △4,538 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   35 34 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   3,374 △146 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   19,263 31,558 

Ⅶ 合併による現金及び現金同等物の増加額   8,674 ― 

Ⅷ 合併による連結子会社増加に伴う 
  現金及び現金同等物の増加額 

  246 ― 

Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 31,558 31,412 

      



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社 

子会社10社については、すべて連結しております。 

Sumisho Computer Systems(USA),Inc. 

SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD. 

SCS・ITマネジメント㈱ 

イー・コマース・テクノロジー㈱ 

㈱ビリングソフト 

Curl,Incorporated 

㈱カール 

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱ 

SCSソリューションズ㈱(※) 

住エレ・ビジネスサポート㈱(※) 

(※)平成17年８月１日付にて合併いたしました住商

エレクトロニクス㈱の子会社であります。SCS

ソリューションズ㈱は、九州住商情報システム

㈱と住エレシステム㈱が平成18年１月１日付に

て統合した会社であります。 

なお、㈱SCSファイナンシャルコンサルティング

は、連結財務諸表提出会社である当社と合併致しま

した。 

１ 連結の範囲に関する事項 

 連結子会社 

子会社12社については、すべて連結しております。 

Sumisho Computer Systems(USA),Inc. 

SUMISHO COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD. 

イー・コマース・テクノロジー㈱ 

㈱ビリングソフト(※１) 

Curl,Incorporated 

㈱カール 

ヴィーエー・リナックス・システムズ・ジャパン㈱ 

SCSソリューションズ㈱ 

SCSビジネスサポート㈱(※２) 

朝日アイティソリューション㈱(※３) 

住商信息系統(上海)有限公司(※４) 

住商信息系統(大連)有限公司(※５) 

(※１)平成18年９月29日に株式の追加取得を行い

100％子会社としております。 

(※２)平成18年４月28日に「住エレ・ビジネスサポ

ート㈱」より社名変更しております。 

(※３)平成18年11月10日に株式を100％取得し、当

連結会計年度より連結の範囲に含めておりま

す。 

(※４)平成19年２月８日に当社の100％出資により

新設した子会社であり、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

(※５)平成19年３月２日に当社の100％出資により

新設した子会社であり、当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。 

なお、当社は連結子会社のSCS・ITマネジメント㈱

を平成18年６月１日付で吸収合併いたしました。 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社４社については、すべて持分法を適用して

おります。 

エイネット㈱ 

㈱パイオニア・ソフト 

㈱コンポーネントスクエア(※) 

㈱ヒューリンクス(※) 

(※)平成17年８月１日付で当社と合併をいたしまし

た住商エレクトロニクス㈱の関連会社でありま

す。 

２ 持分法の適用に関する事項 

関連会社４社については、すべて持分法を適用して

おります。 

㈱パイオニア・ソフト 

㈱コンポーネントスクエア 

㈱ヒューリンクス 

イーバンクシステム㈱(※) 

(※)平成18年９月29日付にて株式を追加取得したこ

とにより新たに持分法適用関連会社となりまし

た。 

また、前連結会計年度まで持分法の適用会社に含め

ていたエイネット㈱は当社が平成18年９月28日に保

有株式の一部を売却したことに伴い、当連結会計年

度より関連会社に該当しなくなりました。 



  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

Sumisho Computer Systems (USA), Inc.、SUMISHO 

COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、㈱ビリングソフト

及びCurl,Incorporatedの決算日は12月31日であ

り、当連結会計年度の連結財務諸表の作成に当たっ

ては、平成17年１月１日から平成17年12月31日の財

務諸表を基礎としております。また、同決算日と連

結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

Sumisho Computer Systems (USA), Inc.、SUMISHO 

COMPUTER SYSTEMS(EUROPE)LTD.、㈱ビリングソフ

ト、Curl,Incorporated、住商信息系統(上海)有限

公司及び住商信息系統(大連)有限公司の決算日は12

月31日であり、当連結会計年度の連結財務諸表の作

成に当たっては、平成18年１月１日から平成18年12

月31日の財務諸表を基礎としております。 

また、同決算日と連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

      償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定して

おります) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

      同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定し

ております) 

     時価のないもの 

移動平均法による原価法 

     時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

    商品 

     主として個別法による低価法 

    仕掛品 

     個別法による原価法 

  ② たな卸資産 

    商品 

     同左 

    仕掛品 

     同左 

  ③ デリバティブ取引 

    時価法 

  ③ デリバティブ取引 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社については主として定

額法を採用し、在外連結子会社については定率

法を採用しております。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産 

主として定額法を採用しております。 

  ② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間

(３年以内)に基づく均等配分額とを比較しい

ずれか大きい額を計上しております。 

  ② 無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間(５年以内)に基づ

く定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

その他の無形固定資産 

定額法を採用しております。 

その他の無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

定額法を採用しております。 

  ③ 長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  ②       ―――――   ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

(追加情報) 

当社及び一部の子会社の従業員に対する賞与に

ついては、従来、期末確定額を未払費用として

おりましたが、平成18年４月１日に給与規程を

改定し、支給額に業績連動要素を加味すること

としたため、支給見込額を賞与引当金として計

上しております。 

  ③       ―――――   ③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき計上しております。 

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第４号)を適用しております。こ

れにより、営業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益は、それぞれ94百万円減少してお

ります。 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は５年であ

ります。ただし、被合併会社である住商エレク

トロニクス㈱の旧退職金制度に係る部分につい

ては、13年であります。 

また、平成18年３月31日付で被合併会社住商エ

レクトロニクス㈱から引き継いだ退職金制度と

統合し、新しい退職金制度を採用いたしまし

た。これに係る過去勤務債務の費用処理年数は

５年であります。 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度より費用処理しており

ます。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は５年であ

ります。ただし、旧住商エレクトロニクス㈱の

旧退職金制度に係る部分については、13年であ

ります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額

法により費用処理しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

  同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為

替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等

については、振当処理を行っております。 

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  為替予約取引 

ヘッジ対象  外貨建金銭債権債務等 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

デリバティブ取引は実需に基づき行うこととし

ており、投機を目的とした取引は行わないこと

としております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従っ

て、当該外貨建による同一金額で同一期日の為

替予約をそれぞれ振当てているため、その後の

為替相場の変動による相関関係は完全に確保さ

れているので、連結決算日における有効性の評

価を省略しております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ⑤ その他 

全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高

い金融機関と行っており、相手先の契約不履行

によるいわゆる信用リスクは低いと考えており

ます。 

  ⑤ その他 

同左 

 (6) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。 

 (6) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

     同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

としておりますが、金額が僅少であり重要性が乏し

い場合は、発生時に一括償却しております。 

６         ――――― 

７         ――――― ７ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

のれんは、その効果の及ぶ期間(５年間から10年間)

にわたり、定額法により償却としております。ただ

し、金額が僅少であり重要性が乏しい場合は、発生

時に一括償却しております。 

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について

連結会計年度に確定した利益処分に基づき作成して

おります。 

８         ――――― 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現

金同等物は、手許現金、随時引出し可能な預金のほ

か、取得日より３ヶ月以内に満期の到来する定期預

金、取得日より３ヶ月以内に償還日が到来し、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

短期投資及びマネー・マネージメント・ファンド等

であります。 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     同左 



会計方針の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 商品の評価基準及び評価方法 

従来、住商情報システム㈱は、先入先出法による低

価法を採用しており、被合併会社である住商エレク

トロニクス㈱は、個別法による原価法を採用してお

りましたが、合併に伴う会計処理方法の統一を目的

として、当連結会計年度より個別法による低価法に

変更しました。 

この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。 

――――― 

２ 固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計

基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

――――― 

――――― １ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま

す。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は90,907

百万円であります。 

  なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純

資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。 

――――― ２ 企業結合に係る会計基準等 

当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分

離等に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月27日 企業会計基準第７号)並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年

12月22日 企業会計基準適用指針第10号)を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はありません。 

連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表示

に関する変更は以下のとおりであります。 

(連結キャッシュ・フロー計算書) 

「連結調整勘定償却額」は、当連結会計年度から

「のれん償却額」として表示しております。 



(追加情報) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― (売上原価、販売費及び一般管理費の区分) 

当社は、ソフトウェア開発事業において発生する費用に

ついて、従来、製造部門において発生した費用全てを売

上原価に計上しておりましたが、当連結会計年度から、

営業力強化を目的として製造・販売一体の運営方法を見

直したことにより、販売活動や一般管理活動が主たる業

務となった者に係る人件費等を、販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、従来の方法に比べて、

売上原価は1,548百万円少なく計上され、売上総利益は

同額増加しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ この内関連会社株式         265百万円 ※１ この内関連会社株式         649百万円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額  11,729百万円 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額  12,545百万円 

※３ 無形固定資産には連結調整勘定365百万円が含ま

れております。 

※３ 無形固定資産にはのれん568百万円が含まれてお

ります。 

※４ 自己株式の保有数 

連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式

54,291,447株であります。 

普通株式 53,776株

※４        ――――― 

※５        ――――― ※５ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため次の満期手形が当連結会計年度末残高に

含まれております。 

受取手形 96百万円

支払手形 126百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

給与及び賞与 6,353百万円

福利厚生費 1,000 〃

設備賃借料 1,251 〃

営繕費 207 〃

減価償却費 506 〃

電算機及び関連費 697 〃

業務委託費 854 〃

旅費交通費 550 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

給与及び賞与 9,296百万円

福利厚生費 1,421 〃 

設備賃借料 1,371 〃 

減価償却費 609 〃 

電算機及び関連費 454 〃 

業務委託費 2,673 〃 

旅費交通費 959 〃 

賞与引当金繰入額 497 〃 

役員賞与引当金繰入額 94 〃 

※２        ――――― ※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

器具及び備品 2百万円

ソフトウェア 4 〃 

計 7 〃 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物 5百万円

建物附属設備 7 〃

器具及び備品 28 〃

ソフトウェア 543 〃

計 584 〃

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物附属設備 40百万円

器具及び備品 116 〃 

ソフトウェア 591 〃 

計 749 〃 

※４ 固定資産売却損323百万円は、連結財務諸表提出

会社である当社が所有する社員寮売却によるも

のであります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 

器具及び備品 2百万円

※５ 訴訟和解金75百万円は、連結財務諸表提出会社

である当社が販売していたソフトウェアに関す

る特許侵害訴訟に係る和解金であります。 

※５        ――――― 

 ６ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

  1,816百万円

 ６ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

1,386百万円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加  3,299株 

会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得 

                 1,141,600株 

減少数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少   164株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

  該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 54,291,447 ― ― 54,291,447

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 53,776 1,144,899 164 1,198,511

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 705百万円 13円00銭 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 705百万円 13円00銭 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年５月16日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 796百万円 15円00銭 平成19年３月31日 平成19年６月13日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日)

現金及び預金勘定 4,658百万円

預け金勘定 26,800 〃

その他勘定 3,408 〃

その他流動資産 △3,308 〃

現金及び現金同等物 31,558 〃

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定 3,542百万円

預け金勘定 27,870 〃 

現金及び現金同等物 31,412 〃 

 ２        ―――――  ２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

   株式の取得により新たに朝日アイティソリューシ

ョン㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産及

び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のため

の支出(純額)との関係は次のとおりであります。 

  

流動資産 128百万円

固定資産 49 〃 

のれん 160 〃 

流動負債 △65 〃 

固定負債 △33 〃 

新規連結子会社株式の取得価額 240 〃 
新規連結子会社の
現金及び現金同等物 

△83 〃 

差引：新規連結子会社
取得のための支出 

156 〃 

 ３ 重要な非資金取引の内容 

   当連結会計年度において、住商エレクトロニクス

㈱と合併したことに伴い、住エレシステム㈱(現

在は、九州住商情報システム㈱と合併しSCSソリ

ューションズ㈱)、住エレ・ビジネスサポート㈱

を新たに連結子会社に含めております。合併及び

合併による連結子会社増加等に伴い引き継いだ資

産及び負債の主な内訳は次のとおりであります。 

  

流動資産 25,160百万円

固定資産 4,820 〃

流動負債 △9,922 〃

固定負債 △106 〃

 ３        ――――― 

  

  

 

  

  

  



(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側) 

1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  器具及び備品

取得価額相当額 5,671百万円

減価償却累計額相当額 2,983 〃

期末残高相当額 2,687 〃

1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

器具及び備品 

取得価額相当額 5,710百万円

減価償却累計額相当額 2,589 〃 

期末残高相当額 3,120 〃 

2) 未経過リース料期末残高相当額 

上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末
残高相当額は、以下のとおりです。 

(注) 上記転リース取引に係る金額は、利息相当額
の合理的な見積額を控除しない方法によって
おります。 

１年以内 1,223百万円

１年超 1,526 〃

合計 2,750 〃

１年以内 155百万円

１年超 97 〃

合計 252 〃

2) 未経過リース料期末残高相当額 

上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末
残高相当額は、以下のとおりです。 

(注) 同左 

１年以内 1,293百万円

１年超 1,892 〃 

合計 3,186 〃 

１年以内 69百万円

１年超 28 〃 

合計 97 〃 

3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,640百万円

減価償却費相当額 1,547 〃

支払利息相当額 87 〃

3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,599百万円

減価償却費相当額 1,504 〃 

支払利息相当額 100 〃 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (2) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 (2) 利息相当額の算定方法 

同左 



  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (貸主側) 

1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

  器具及び備品

取得価額 48百万円

減価償却累計額 17 〃

期末残高 31 〃

  (貸主側) 

1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

器具及び備品 

取得価額 76百万円

減価償却累計額 33 〃 

期末残高 42 〃 

2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6百万円

１年超 2 〃

合計 8 〃

2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 76百万円

１年超 50 〃 

合計 126 〃 

 注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

 注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額は、以下のとおりです。 

１年以内 189百万円

１年超 135 〃

合計 324 〃

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額は、以下のとおりです。 

１年以内 91百万円

１年超 46 〃 

合計 138 〃 

 注) 上記転リース取引に係る金額は、利息相当額

の合理的な見積額を控除しない方法によって

おります。 

 注) 同左 

3) 受取リース料、減価償却費 

受取リース料 18百万円

減価償却費 9 〃

3) 受取リース料、減価償却費 

受取リース料 30百万円

減価償却費 16 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 0 〃

合計 1 〃

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ― 〃 

合計 0 〃 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 
(単位：百万円) 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
(単位：百万円) 

  

４ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
(単位：百万円) 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
(単位：百万円) 

  
次へ 

種類 
連結貸借対照表

計上額 
時価 差額 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1) 社債 2,401 2,404 3

(2) その他 ― ― ―

  小計 2,401 2,404 3

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1) 社債 2,728 2,705 △23

(2) その他 ― ― ―

  小計 2,728 2,705 △23

合計 5,130 5,110 △19

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額 
差額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 3,751 12,422 8,671

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 12 15 3

(3) その他 21 34 12

  小計 3,786 12,473 8,687

  
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 157 136 △21

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

  小計 157 136 △21

合計 3,943 12,609 8,666

売却額 売却益の合計 売却損の合計

1,401 1,260 0

内容 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券   
 コマーシャル・ペーパー ― 

その他有価証券   

 非上場株式 532 
 投資事業組合等に対する出資持分 135 

合計 667 

種類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債券  

 国債・地方債等 ― ― ― ―

 社債 1,899 3,246 ― ―

その他 ― 170 ― ―

合計 1,899 3,416 ― ―



当連結会計年度(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について24百万円減損処理を行っております。 

  

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

４ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について76百万円減損処理を行っております。 

  

５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  
次へ 

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えるもの 

(1) 社債 ― ― ―

(2) その他 ― ― ―

  小計 ― ― ―

時価が連結貸借対照表 
計上額を超えないもの 

(1) 社債 3,220 3,208 △11

(2) その他 ― ― ―

  小計 3,220 3,208 △11

合計 3,220 3,208 △11

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1) 株式 3,237 5,511 2,274

(2) 債券 ― ― ―

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 12 16 3

(3) その他 21 36 14

  小計 3,271 5,564 2,292

  
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1) 株式 645 521 △123

(2) 債券 ― ― ―

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

  小計 645 521 △123

合計 3,917 6,086 2,168

売却額(百万円) 売却益の合計(百万円) 売却損の合計(百万円)

29 28 ―

内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券   
 非上場株式 793 
 投資事業組合等に対する出資持分 87 

合計 880 

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

債券  

 国債・地方債等 ― ― ― ―

 社債 700 2,536 ― ―

その他 ― 123 ― ―

合計 700 2,659 ― ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 
  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除いております。 

  

当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引については、ヘッジ会計を適用しておりますので、開示の対象から除いております。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容及び取引に対する取組方針 

  当社グループは、営業業務を遂行する上で、為替相

場の変動リスクを軽減するため、為替予約取引を行っ

ており、投機目的やトレーディング目的のデリバティ

ブ取引は一切行っておりません。 

(1) 取引の内容及び取引に対する取組方針 

  同左 

(2) 取引の利用目的及び取引に係るリスクの内容 

  当社グループにおける為替予約取引は、通常業務に

おいて外貨建債権又は債務が発生する場合に限り為替

変動リスクを回避する目的で行っております。 

  当社グループのデリバティブ取引の契約先は、信用

度の高い金融機関であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは低いと判断しております。 

(2) 取引の利用目的及び取引に係るリスクの内容 

  同左 

  なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を

行っております。 

  

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段  為替予約取引 

   ヘッジ対象  外貨建金銭債権債務等 

 ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

   同左 

② ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、

当該外貨建による同一金額で同一期日の為替予約を

それぞれ振当てているため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保されているので、連

結決算日における有効性の評価を省略しておりま

す。 

② ヘッジ有効性評価の方法 

  同左 

(3) 取引に係るリスク管理体制 

  当社グループでは、財務経理部が社内規程に従って

デリバティブ取引の実行及び管理を行っております。 

(3) 取引に係るリスク管理体制 

  同左 



(退職給付関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度を設

けております。 

  連結財務諸表提出会社においては、適格退職年金制

度のほか住商連合企業年金基金に加入しておりま

す。 

  国内連結子会社において１社は適格退職年金制度

を、２社においては退職一時金制度を設けておりま

す。 

  なお、当社の退職金制度は、従来からの制度のほ

か、被合併会社住商エレクトロニクス㈱から引き継

いだ退職金制度がありますが、平成18年３月31日付

で二つの制度を統合し、新しい退職金制度を採用い

たしました。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度を設

けております。 

  連結財務諸表提出会社においては、適格退職年金制

度のほか住商連合企業年金基金に加入しておりま

す。 

  国内連結子会社において１社は適格退職年金制度

を、２社においては退職一時金制度を設けておりま

す。 

  

２ 退職給付債務に関する事項(平成18年３月31日) 

(単位：百万円)

(注) １ 国内連結子会社は、退職給付債務の算定

にあたり、簡便法を採用しております。 

２ 連結財務諸表提出会社が加入する複数事

業主制度の住商連合企業年金基金は事業

主ごとに未償却過去勤務債務に係る掛金

負担割合等の定めがなく、掛金が一律に

決められております。 

掛金拠出割合により計算した年金資産の

額は、1,023百万円であり「ロ．年金資

産」に含めておりません。 

イ 退職給付債務(注)１ △9,783

ロ 年金資産(注)２ 9,362

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △421

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―

ホ 未認識数理計算上の差異 △884

ヘ 未認識過去勤務債務 846

ト 連結貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 
△459

チ 前払年金費用 ―

リ 退職給付引当金(ト―チ) △459

２ 退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日) 

(単位：百万円)

(注) １ 同左 

  

２ 連結財務諸表提出会社が加入する複数事

業主制度の住商連合企業年金基金は事業

主ごとに未償却過去勤務債務に係る掛金

負担割合等の定めがなく、掛金が一律に

決められております。 

掛金拠出割合により計算した年金資産の

額は、1,620百万円であり「ロ．年金資

産」に含めておりません。 

イ 退職給付債務(注)１ △10,602

ロ 年金資産(注)２ 11,103

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 501

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ―

ホ 未認識数理計算上の差異 △974

ヘ 未認識過去勤務債務 788

ト 連結貸借対照表計上額純額 

(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 
315

チ 前払年金費用 531

リ 退職給付引当金(ト―チ) △215



  

  

前へ   次へ 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

(単位：百万円)

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(単位：百万円)

(注) １ この他、企業年金基金に対する会社拠出

額は、462百万円であります。また、早期

退職に伴う割増退職金640百万円を特別損

失の「早期特別退職金」として計上して

おります。 

２ 簡便法を採用している連結子会社の退職

給付費用は、「イ 勤務費用」に計上し

ております。 

イ 勤務費用(注)１,２ 728

ロ 利息費用 147

ハ 期待運用収益 △109

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 322

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 0

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ) 1,090

(注) １ この他、企業年金基金に対する会社拠出

額は、487百万円であります。 

  

  

  

２ 同左 

イ 勤務費用(注)１,２ 867

ロ 利息費用 186

ハ 期待運用収益 △184

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 ―

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 △20

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 186

ト 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ) 1,034

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額

の期間配分方法 

期間定額基準 

ロ 割引率 2.0％ 

ハ 期待運用収益率 2.0％ 

ニ 過去勤務債務の

額の処理年数 

５年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法によって

おります。) 

ホ 数理計算上の差

異の処理年数 

５年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、

翌連結会計年度から費用処

理する事としております。)

ただし、被合併会社の住商

エレクトロニクス㈱の旧退

職金制度に係る部分は13年

であります。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

イ 退職給付見込額

の期間配分方法 

同左 

ロ 割引率 同左 

ハ 期待運用収益率 同左 

ニ 過去勤務債務の

額の処理年数 

  

  

同左 

ホ 数理計算上の差

異の処理年数 

５年(発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、

翌連結会計年度から費用処

理する事としております。)

ただし、旧住商エレクトロ

ニクス㈱の旧退職金制度に

係る部分は13年でありま

す。 



(税効果会計関係) 
  

  

  

前へ     

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

 (繰延税金資産)    

未払事業税否認 217百万円

未払賞与否認 739 〃 

販売用パッケージ 
ソフトウェア償却超過額 

289 〃 

会員権評価損 285 〃 

退職給付引当金 392 〃 

役員退職慰労引当金 59 〃 

税務上の繰越欠損金 13 〃 

商品評価損 308 〃 

ソフトウェア一時償却額 518 〃 

早期特別退職金 230 〃 

その他 569 〃 

繰延税金資産小計 3,623 〃 

評価性引当額 △66 〃 

繰延税金資産合計 3,556 〃 

  
 (繰延税金負債) 

   

その他有価証券評価差額金 △3,515 〃 

プログラム準備金損金算入 △289 〃 

その他 △199 〃 

繰延税金負債合計 △4,003 〃 

繰延税金資産の純額 △446 〃 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(繰延税金資産)    

未払事業税否認 225百万円 

未払賞与否認 1,011 〃 

販売用パッケージ
ソフトウェア償却超過額 

13 〃 

会員権評価損 276 〃 

退職給付引当金 87 〃 

役員退職慰労引当金 70 〃 

税務上の繰越欠損金 231 〃 

商品評価損 258 〃 

ソフトウェア一時償却額 328 〃 

有価証券評価損 141 〃 

仕掛品評価損 145 〃 

その他 742 〃 

繰延税金資産小計 3,533 〃 

評価性引当額 △334 〃 

繰延税金資産合計 3,198 〃 

 (繰延税金負債) 
   

その他有価証券評価差額金 △881 〃 

プログラム準備金損金算入 △229 〃 

前払退職給付費用 △208 〃 

繰延ヘッジ損益 △1 〃 

その他 △21 〃 

繰延税金負債合計 △1,341 〃 

繰延税金資産の純額 1,857 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7％

 (調整) 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

2.2〃

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△0.3〃

 連結調整勘定償却 2.1〃

持分法による投資利益 △1.0〃

 住民税均等割 0.5〃

 税額控除 △3.2〃

 その他 △0.2〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

40.8〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

1.5〃

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△0.6〃

のれん償却 1.5〃

持分法による投資利益 △0.4〃

住民税均等割 0.3〃

役員賞与引当金 0.5〃

その他 0.3〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

43.8〃



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、当社及び連結子会社は、ソフトウェアの開発及び情報処理サービ

スの提供、システム販売並びに情報通信ネットワークの構築・運営管理を中心にITサービス事業を行っており、こ

れらの営業活動は単一の事業分野に属するものと判断しておりますので、該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計に占

める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の

記載を省略しております。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

情報処理サービス並びにソフトウェア開発については、市場価格、原価率を勘案して当社見積り価格を提示し、一案

件毎に価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

(注) 上記金額の取引金額並びに期末残高には、消費税等を含んでおりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 資金の寄託による利率については、市場金利を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 住友商事㈱ 
東京都 
中央区 

219,278 総合商社 

(被所有)
直接 

55.93
間接 

0.07

兼任 １人

当社が行う
ソフトウェ
ア開発並び
に情報処理
業務の大口
得意先 

情報処理サ
ービス並び 
にソフトウ 
ェア開発 

  
14,009 

  

  
売掛金 
  

 
2,241

 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の 
子会社 

住友商事フ 
ィナンシャ 
ルマネジメ 
ント㈱ 

東京都 
中央区 

100
金融ファ
イナンス
業 

なし なし 資金の寄託 資金の寄託 203,258 預け金 26,600



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んで表示しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

情報処理サービス並びにソフトウェア開発については、市場価格、原価率を勘案して当社見積り価格を提示し、一案

件毎に価格交渉の上、一般的取引条件と同様に決定しております。 

また、事務所の賃借については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

(注) 上記金額の取引金額並びに期末残高には、消費税等を含んでおりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 資金の寄託による利率については、市場金利を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。 

  

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 住友商事㈱ 
東京都 
中央区 

219,278 総合商社 

(被所有)
直接 

57.11
間接 

0.69

兼任 １人

当社が行う
ソフトウェ
ア開発並び
に情報処理
業務の大口
得意先 

情報処理サ
ービス並び 
にソフトウ 
ェア開発 

  
14,446 

  

  
売掛金 
  

 
1,821

 

事業所の賃
借 

  
1,453 

  

賃借 
保証金 

 
1,382

 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業 

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％) 

関係内容
取引の
内容 

取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高
(百万円)役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社の 
子会社 

住友商事フ 
ィナンシャ 
ルマネジメ 
ント㈱ 

東京都 
中央区 

100
金融ファ
イナンス
業 

なし なし 資金の寄託 資金の寄託 308,800 預け金 27,800



(企業結合等関係)―共通支配下の取引等関係 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業 

名称    住商情報システム㈱（当社） 

事業の内容 情報システムの構築・運用サービスの提供及びパッケージソフトウェア・ハードウェア

の販売 

② 被結合企業 

名称    SCS・ITマネジメント㈱（当社の完全子会社） 

事業の内容 ITインフラ系の構築、アプリケーション系システムの構築・保守・運用 

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

当社を存続会社、SCS・ITマネジメント㈱を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は住商情報

システム㈱となっております。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

当社と当社の完全子会社であるSCS・ITマネジメント㈱は、従来当社の主要顧客に対し、当社が主としてア

プリケーション開発を担当し、SCS・ITマネジメント㈱がITインフラ及びアプリケーションシステムの保守・

運用業務を担うという形で一体的なサービスを提供してまいりましたが、両社が一体化することにより顧客

に対し、情報システムの構築から保守・運用までをより効率的な形で提供できる体制を整備し、当社グルー

プの事業基盤の強化及び収益力の更なる向上を目指し合併しました。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

上記合併は、共通支配下の取引に該当するため、内部取引としてすべて消去しております。したがって、当該

会計処理が連結財務諸表に与える影響はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益 

  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,746.78円 １株当たり純資産額 1,712.27円

  

１株当たり当期純利益 53.29円

  

１株当たり当期純利益 80.91円

    前連結会計年度 当連結会計年度 

連結損益計算書上の 
当期純利益 

(百万円) 2,722 4,377

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 22 ―

 (うち、利益処分による取締役賞与金) (22) (―)

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,700 4,377

普通株式の期中平均株式数 (株) 50,673,003 54,107,848



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   2,808 1,294  

２ 受取手形 ※７   633 1,981  

３ 売掛金 ※１   27,887 25,743  

４ 有価証券   1,899 700  

５ 商品   3,531 2,842  

６ 仕掛品   2,031 1,674  

７ 貯蔵品   16 21  

８ 前渡金   251 135  

９ 前払費用   1,711 2,430  

10 繰延税金資産   1,546 1,873  

11 預け金   26,600 27,800  

12 債権信託受益権   99 ―  

13 その他   1,225 740  

  貸倒引当金   ― △6  

流動資産合計   70,244 57.3 67,231 59.3

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産 ※２      

(1) 建物   11,860 11,521  

(2) 構築物   13 14  

(3) 器具及び備品   2,354 2,341  

(4) 土地   14,530 14,530  

 有形固定資産合計   28,758 23.5 28,408 25.1

２ 無形固定資産      

 (1) のれん   ― 39  

 (2) ソフトウェア   2,365 2,228  

 (3) 電話加入権   41 48  

 (4) 施設利用権   5 13  

  無形固定資産合計   2,412 2.0 2,330 2.1

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券   16,502 9,486  

(2) 関係会社株式   2,896 3,220  

(3) 従業員長期貸付金   7 2  

(4) 更生債権等   131 81  

(5) 長期前払費用   187 887  

(6) 賃借保証金   1,488 1,643  

(7) 会員権   183 157  

(8) その他   ― 3  

  貸倒引当金   △233 △92  

 投資その他の資産合計   21,163 17.3 15,390 13.6

 固定資産合計   52,334 42.7 46,129 40.7

 資産合計   122,578 100.0 113,361 100.0
       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形 ※７   824 386  

２ 買掛金 ※１   14,459 12,148  

３ 未払金   2,180 1,933  

４ 未払費用   1,941 451  

５ 未払法人税等   1,760 2,272  

６ 未払消費税等   831 441  

７ 前受金   3,515 3,524  

８ 預り金   134 249  

９ 賞与引当金   ― 1,509  

10 役員賞与引当金   ― 92  

11 その他   3 1  

流動負債合計   25,650 20.9 23,011 20.3

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債   2,253 121  

２ 退職給付引当金   343 176  

３ 役員退職慰労引当金   190 160  

４ 賃貸保証金   210 99  

固定負債合計   2,998 2.4 558 0.5

負債合計   28,649 23.4 23,569 20.8

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※３   21,152 17.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

 １ 資本準備金 31,299 31,299 ― ―  

   資本剰余金合計   31,299 25.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

 １ 利益準備金   660 ―  

 ２ 任意積立金      

  (1) プログラム準備金 502 ―    

  (2) 特別償却準備金 6 ―    

  (3) 別途積立金 23,310 23,818 ― ―  

 ３ 当期未処分利益   12,051 ―  

   利益剰余金合計   36,530 29.8 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   5,142 4.2 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △195 △0.1 ― ―

資本合計   93,929 76.6 ― ―

負債及び資本合計   122,578 100.0 ― ―

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― ― 21,152 18.7

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 31,299    

資本剰余金合計   ― ― 31,299 27.6

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 660    

(2) その他利益剰余金      

プログラム準備金 ― 337    

特別償却準備金 ― 0    

別途積立金 ― 23,310    

繰越利益剰余金 ― 14,928    

利益剰余金合計   ― ― 39,235 34.6

４ 自己株式   ― ― △3,183 △2.8

株主資本合計   ― ― 88,505 78.1

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ― ― 1,284 1.1

２ 繰延ヘッジ損益   ― ― 1 0.0

評価・換算差額等合計   ― ― 1,285 1.1

純資産合計   ― ― 89,791 79.2

負債純資産合計   ― ― 113,361 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

 １ ソフトウェア開発 ※１ 43,715 45,255   

 ２ 情報処理 ※１ 26,647 31,709   

 ３ システム販売 ※１ 43,302 113,665 100.0 53,668 130,632 100.0

Ⅱ 売上原価   95,001 83.6 101,503 77.7

  売上総利益   18,664 16.4 29,129 22.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   13,085 11.5 21,393 16.4

   営業利益   5,578 4.9 7,736 5.9

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息 23 120   

２ 有価証券利息 34 30   

３ 受取配当金 272 140   

４ 雑収入 107 438 0.4 164 455 0.3

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息 0 ―   

 ２ 投資事業組合損失 32 20   

 ３ 為替差損 13 ―   

 ４ その他 6 52 0.0 31 52 0.0

   経常利益   5,964 5.2 8,139 6.2

Ⅵ 特別利益     

 １ 投資有価証券売却益 1,260 30   

 ２ 固定資産売却益 ※３ 0 7   

 ３ 受入和解金 ― 30   

 ４ その他 6 1,267 1.1 ― 68 0.1

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 ※４ 576 724   

 ２ 固定資産売却損 ※５ 323 2   

 ３ ソフトウェア一時償却額 1,271 ―   

 ４ 投資有価証券評価損 73 101   

 ５ 子会社株式消却損 11 3   

 ６ 早期特別退職金 640 ―   

 ７ 事務所移転費用 140 ―   

 ８ 訴訟和解金 ※６ 75 ―   

 ９ 保守契約清算損失 ― 121   

 10 その他 10 3,122 2.7 29 983 0.8

   税引前当期純利益   4,108 3.6 7,224 5.5

   法人税、住民税 
   及び事業税 

1,871 2,804   

   法人税等調整額 △321 1,550 1.3 282 3,086 2.3

   当期純利益   2,558 2.3 4,137 3.2

   前期繰越利益   10,859   
   合併による未処理損失 
   受入額 

  660   

   中間配当額   705   

   自己株式処分差損   1   

   当期未処分利益   12,051   

      



売上原価明細書 

  

  

(注) 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(製品原価明細書)     

Ⅰ 労務費     

 １ 給与及び賞与 10,961 10,110   

 ２ 退職給与 1,060 555   

 ３ 福利厚生費 1,674 13,696 21.8 1,544 12,209 20.8

Ⅱ 外注費   42,476 67.5 37,609 64.1

Ⅲ 経費     

 １ 機械・設備賃借料 1,827 2,808   

 ２ その他 4,935 6,762 10.7 6,009 8,818 15.0

   当期総製造費用   62,935 100.0 58,637 100.0

   期首仕掛品原価   2,379 2,031 

      計   65,315 60,669 

   他勘定振替高   2,009 1,125 

   期末仕掛品原価   2,031 1,674 

   製品原価   61,273 57,868 

(商品原価明細書)     

   期首商品たな卸高   639 3,531 

   当期商品仕入高   36,620 42,945 

   期末商品たな卸高   3,531 2,842 

   商品原価   33,728 43,635 

   売上原価   95,001 101,503 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 １ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりです。 

販売費及び一般管理費  

 研究開発費 543百万円

 その他 47百万円

ソフトウェア 1,418百万円

 １ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりです。 

販売費及び一般管理費  

 その他 29百万円

ソフトウェア 1,096百万円

 ２ 原価計算の方法 

プロジェクト別個別原価計算 

 ２ 原価計算の方法 

 同左 



③ 【利益処分計算書】 

  

(注) １ プログラム準備金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

２ 特別償却準備金の取崩額は、租税特別措置法に基づくものであります。 

３ 日付は、株主総会承認年月日であります。 

  

    
前事業年度

(平成18年６月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   12,051 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

 １ プログラム準備金取崩額   79   

 ２ 特別償却準備金取崩額   5 84 

合計   12,135 

Ⅲ 利益処分額     

 １ 配当金   705   

 ２ 取締役賞与金   22 727 

Ⅳ 次期繰越利益   11,408 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  

  

(注) その他利益剰余金の内訳 

(注１) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他
利益剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,152 31,299 660 35,870 △195 88,787

事業年度中の変動額     

 剰余金の配当(注１)   △705   △705

 剰余金の配当   △705   △705

 取締役賞与金(注１)   △22   △22

 当期純利益   4,137   4,137

 自己株式の取得   △2,988 △2,988

 自己株式の処分   △0 0 0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)     

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― ― 2,705 △2,987 △282

平成19年３月31日残高(百万円) 21,152 31,299 660 38,575 △3,183 88,505

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,142 ― 5,142 93,929

事業年度中の変動額    

 剰余金の配当(注１)   △705

 剰余金の配当   △705

 取締役賞与金(注１)   △22

 当期純利益   4,137

 自己株式の取得   △2,988

 自己株式の処分   0

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △3,858 1 △3,856 △3,856

事業年度中の変動額合計(百万円) △3,858 1 △3,856 △4,138

平成19年３月31日残高(百万円) 1,284 1 1,285 89,791

  プログラム準備金 特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 502 6 23,310 12,051 35,870

事業年度中の変動額     

 剰余金の配当(注１)   △705 △705

 剰余金の配当   △705 △705

 取締役賞与金(注１)   △22 △22

 プログラム準備金の取崩(注１) △79 79 ―

 プログラム準備金の取崩 △86 86 ―

 特別償却準備金の取崩(注１)   △5 5 ―

 特別償却準備金の取崩   △0 0 ―

 当期純利益   4,137 4,137

 自己株式の処分   △0 △0

事業年度中の変動額合計(百万円) △165 △5 ― 2,876 2,705

平成19年３月31日残高(百万円) 337 0 23,310 14,928 38,575



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



重要な会計方針 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 
 (1) 満期保有目的の債券 
   償却原価法(定額法) 
 (2) 子会社株式及び関連会社株式 
   移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 
 (1) 満期保有目的の債券 
   同左 
 (2) 子会社株式及び関連会社株式 
   同左 

 (3) その他有価証券 
    時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差
額は、全部資本直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております) 

 (3) その他有価証券 
    時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差
額は、全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しております) 

    時価のないもの 
     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 
     同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 商品 
   個別法による低価法 
 (2) 仕掛品 
   個別法による原価法 
 (3) 貯蔵品 
   最終仕入原価法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 
 (1) 商品 
   同左 
 (2) 仕掛品 
   同左 
 (3) 貯蔵品 
   同左 

３ デリバティブ取引の評価基準 
  時価法 

３ デリバティブ取引の評価基準 
  同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   定額法を採用しております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産 
   同左 

 (2) 無形固定資産 
市場販売目的のソフトウェア 
見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間
(３年以内)に基づく均等配分額とを比較し、
いずれか大きい額を計上しております。 

    自社利用のソフトウェア 
社内における利用可能期間(５年以内)に基づ
く定額法を採用しております。 

    その他の無形固定資産 
定額法を採用しております。 

 (2) 無形固定資産 
市場販売目的のソフトウェア 
同左 

  
  
    自社利用のソフトウェア 

同左 
  

    その他の無形固定資産 
同左 

 (3) 長期前払費用 
   定額法を採用しております。 

 (3) 長期前払費用 
   同左 

５ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2)        ―――――  (2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき計上しております。 
(追加情報) 
従業員に対する賞与については、従来、期末確定
額を未払費用としておりましたが、平成18年４月
１日に給与規程を改定し、支給額に業績連動要素
を加味することとしたため、支給見込額を賞与引
当金として計上しております。 

 (3)        ―――――  (3) 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。 
(会計方針の変更) 
当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」
(企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業
会計基準第４号)を適用しております。 
これにより、営業利益、経常利益及び税引前当期
純利益は、それぞれ92百万円減少しております。 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度

より費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は５年であり

ます。ただし、被合併会社住商エレクトロニクス

㈱の旧退職金制度に係る部分は13年であります。 

また、平成18年３月31日付で被合併会社住商エレ

クトロニクス㈱から引き継いだ退職金制度と統合

し、新しい退職金制度を採用いたしました。これ

に係る過去勤務債務の費用処理年数は５年であり

ます。 

 (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度より費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異の処理年数は５年であり

ます。ただし、旧住商エレクトロニクス㈱の旧退

職金制度に係る部分は13年であります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法に

より費用処理しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

    同左 

７ 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替

予約等が付されている外貨建金銭債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

７ 重要なヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建金銭債権債務等 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

デリバティブ取引は実需に基づき行うこととして

おり、投機を目的とした取引は行わないこととし

ております。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、

当該外貨建による同一金額で同一期日の為替予約

をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場

の変動による相関関係は完全に確保されているの

で、決算日における有効性の評価を省略しており

ます。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (5) その他 

全てのデリバティブ取引は、国内の信用度の高い

金融機関と行っており、相手先の契約不履行によ

るいわゆる信用リスクは低いと考えております。 

 (5) その他 

同左 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

８ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理について 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 商品の評価基準及び評価方法 

従来、住商情報システム㈱は、先入先出法による低

価法を採用しており、被合併会社である住商エレク

トロニクス㈱は、個別法による原価法を採用してお

りましたが、合併に伴う会計処理方法の統一を目的

として、当事業年度より個別法による低価法に変更

しました。 

この変更による損益に与える影響は軽微でありま

す。 

――――― 

２ 固定資産の減損に係る会計基準 

当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企

業会計基準適用指針第６号)を適用しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

――――― 

――――― １ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金額は89,789

百万円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

については、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後

の財務諸表等規則により作成しております。 

――――― ２ 企業結合に係る会計基準等 

当事業年度から「企業結合に係る会計基準」(企業

会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等

に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」(企業会計基準委員会 最終改正平成18年12月

22日 企業会計基準適用指針第10号)を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 



追加情報 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――――― (売上原価、販売費及び一般管理費の区分) 

当社は、ソフトウェア開発事業において発生する費用に

ついて、従来、製造部門において発生した費用全てを売

上原価に計上しておりましたが、当事業年度から、営業

力強化を目的として製造・販売一体の運営方法を見直し

たことにより、販売活動や一般管理活動が主たる業務と

なった者に係る人件費等を、販売費及び一般管理費に計

上しております。この結果、従来の方法に比べて、売上

原価は1,548百万円少なく計上され、売上総利益は同額

増加しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりです。 

売掛金 2,442百万円

買掛金 919 〃 

※１ 関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関係会社に対する主なもの

は次のとおりです。 

売掛金 1,990百万円

買掛金 559 〃 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  11,346百万円

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

  12,174百万円

※３ 会社が発行する株式 

   ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに

相当する株式数を減ずることとなっております。 

   発行済株式総数 

 普通株式 200,000,000株

 普通株式 54,291,447株

※３        ――――― 

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 53,776株

※４        ――――― 

 ５ 配当制限 

   有価証券の時価評価により、純資産が5,142百万

円増加しております。 

   なお、当該金額は商法施行規則第124条第３号の

規定により、配当に充当することが制限されてお

ります。 

 ５        ――――― 

 ６ 保証債務 

   家賃保証 

Curl, Incorporated 130百万円

  (1,105千$)

 ６        ――――― 

※７        ――――― ※７ 事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であった

ため次の事業年度末日満期手形が、当事業年度末

残高に含まれております。 

受取手形 95百万円

支払手形 126 〃 



(損益計算書関係) 
  

  
  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 
増加数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買取請求による増加  3,299株 
会社法第165条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得 

                 1,141,600株 
減少数の内訳は、次のとおりであります。 
 単元未満株式の買増請求による減少   164株 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する売上高は次のとおりです。 

ソフトウェア開発 5,658百万円

情報処理 8,288 〃 

システム販売 1,981 〃 

※１ 関係会社に係る注記 

   関係会社に対する売上高は次のとおりです。 

ソフトウェア開発 5,634百万円

情報処理 8,198 〃 

システム販売 2,022 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

   なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に属す

る費用の割合は、おおむね10％です。 

給与及び賞与 5,182百万円

福利厚生費 860 〃 

設備賃借料 880 〃 

営繕費 188 〃 

減価償却費 453 〃 

電算機及び関連費 690 〃 

業務委託費 1,728 〃 

旅費交通費 474 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりです。 

   なお、販売費及び一般管理費のうち販売費に属す

る費用の割合は、おおむね９％です。 

給与及び賞与 8,587百万円

福利厚生費 1,328 〃 

設備賃借料 1,143 〃 

減価償却費 570 〃 

電算機及び関連費 459 〃 

業務委託費 3,246 〃 

旅費交通費 917 〃 

役員賞与引当金繰入額 92 〃 

賞与引当金繰入額 492 〃 

※３        ―――――― ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

器具及び備品 2百万円

ソフトウェア 4 〃 

計     7 〃 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物 5百万円

建物附属設備 5 〃 

器具及び備品 26 〃 

ソフトウェア 538 〃 

計     576 〃 

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりです。 

建物附属設備 40百万円

器具及び備品 91 〃 

ソフトウェア 591 〃 

計     724 〃 

※５ 固定資産売却損323百万円は、連結財務諸表提出

会社である当社が所有する社員寮売却によるもの

であります。 

※５ 固定資産売却損の内訳は次のとおりです。 

器具及び備品 2百万円

※６ 訴訟和解金75百万円は、連結財務諸表提出会社で

ある当社が販売していたソフトウェアに関する特

許侵害訴訟に係る和解金であります。 

※６        ―――――― 

 ７ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

  1,715百万円

 ７ 一般管理費及び売上原価に含まれる研究開発費 

  1,301百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 53,776 1,144,899 164 1,198,511



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側) 

1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  器具及び備品 

取得価額相当額 2,314百万円

減価償却累計額相当額 1,295 〃 

期末残高相当額 1,019 〃 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

  (借主側) 

1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  器具及び備品 

取得価額相当額 5,153百万円

減価償却累計額相当額 2,307 〃 

期末残高相当額 2,845 〃 

2) 未経過リース料期末残高相当額 

上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末

残高相当額は、以下のとおりです。 

(注) 上記転リース取引に係る金額は、利息相当額

の合理的な見積額を控除しない方法によって

おります。 

１年以内 478百万円

１年超 570 〃 

合計 1,048 〃 

１年以内 155百万円

１年超 97 〃 

合計 252 〃 

2) 未経過リース料期末残高相当額 

上記の他、転リース取引に係る未経過リース料期末

残高相当額は、以下のとおりです。 

(注) 同左 

１年以内 1,178百万円

１年超 1,728 〃 

合計 2,906 〃 

１年以内 69百万円

１年超 28 〃 

合計 97 〃 

3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 610百万円

減価償却費相当額 581 〃 

支払利息相当額 33 〃 

3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 1,340百万円

減価償却費相当額 1,260 〃 

支払利息相当額 85 〃 

４ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 (1) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (2) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

 (2) 利息相当額の算定方法 

同左 



  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (貸主側) 

1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

  器具及び備品

取得価額 48百万円

減価償却累計額 17 〃

期末残高相当額 31 〃

  (貸主側) 

1) リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

器具及び備品 

取得価額 76百万円

減価償却累計額 33 〃 

期末残高 42 〃 

2) 未経過リース料期末残高 

１年以内 6百万円

１年超 2 〃

合計 8 〃

2) 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 76百万円

１年超 50 〃 

合計 126 〃 

 注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

 注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高及び見積残存価額の合計額が

営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しておりま

す。 

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額は、以下のとおりです。 

１年以内 189百万円

１年超 135 〃

合計 324 〃

  上記の他、転リース取引に係る未経過リース

料期末残高相当額は、以下のとおりです。 

１年以内 91百万円

１年超 46 〃 

合計 138 〃 

 注) 上記転リース取引に係る金額は、利息相当額

の合理的な見積額を控除しない方法によって

おります。 

 注) 同左 

3) 受取リース料、減価償却費 

受取リース料 18百万円

減価償却費 9 〃

3) 受取リース料、減価償却費 

受取リース料 30百万円

減価償却費 16 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 0 〃

合計 1 〃

２ オペレーティング・リース取引 

  (借主側) 

 未経過リース料 

１年以内 0百万円

１年超 ― 〃 

合計 0 〃 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(税効果会計関係) 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

   (繰延税金負債) 

   

未払事業税否認 189百万円

未払賞与否認 636 〃

販売用パッケージ 
ソフトウェア償却超過額 

289 〃

会員権評価損 284 〃

退職給付引当金 346 〃

役員退職慰労引当金 53 〃

商品評価損 308 〃

ソフトウェア一時償却額 518 〃

早期特別退職金 230 〃

その他 525 〃

繰延税金資産小計 3,379 〃

評価性引当額 △83 〃

繰延税金資産合計 3,295 〃

その他有価証券評価差額金 △3,515 〃

プログラム準備金損金算入 △289 〃

その他 △199 〃

繰延税金負債合計 △4,003 〃

繰延税金資産の純額 △707 〃

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

   (繰延税金資産) 

   (繰延税金負債) 

未払事業税否認 214百万円

未払賞与否認 971 〃 

販売用パッケージ
ソフトウェア償却超過額 

13 〃 

会員権評価損 275 〃 

退職給付引当金 71 〃 

役員退職慰労引当金 65 〃 

商品評価損 258 〃 

ソフトウェア一時償却額 328 〃 

有価証券評価損 141 〃 

仕掛品評価損 145 〃 

その他 668 〃 

繰延税金資産小計 3,156 〃 

評価性引当額 △83 〃 

繰延税金資産合計 3,072 〃 

その他有価証券評価差額金 △881 〃 

プログラム準備金損金算入 △229 〃 

前払退職給付費用 △208 〃 

繰延ヘッジ損益 △1 〃 

繰延税金負債合計 △1,320 〃 

繰延税金資産の純額 1,751 〃 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

 (調整) 

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

2.4〃

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目 

△2.5〃

 子会社株式消却損 0.1〃

 住民税均等割 0.6〃

 税額控除 △3.5〃

 その他 △0.1〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

37.7〃

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

 (調整)  

交際費等永久に損金に
算入されない項目 

1.5〃

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△0.7〃

 住民税均等割 0.3〃

 役員賞与引当金 0.5〃

 その他 0.4〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 

42.7〃



(企業結合等関係)―共通支配下の取引等関係 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取

引の概要 

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

① 結合企業 

名称    住商情報システム㈱（当社） 

事業の内容 情報システムの構築・運用サービスの提供及びパッケージソフトウェア・ハードウェア

の販売 

② 被結合企業 

名称    SCS・ITマネジメント㈱（当社の完全子会社） 

事業の内容 ITインフラ系の構築、アプリケーション系システムの構築・保守・運用 

(2) 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称 

当社を存続会社、SCS・ITマネジメント㈱を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は住商情報

システム㈱となっております。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加はありません。 

(3) 取引の目的を含む取引の概要 

当社と当社の完全子会社であるSCS・ITマネジメント㈱は、従来当社の主要顧客に対し、当社が主としてア

プリケーション開発を担当し、SCS・ITマネジメント㈱がITインフラ及びアプリケーションシステムの保守・

運用業務を担うという形で一体的なサービスを提供してまいりましたが、両社が一体化することにより顧客

に対し、情報システムの構築から保守・運用までをより効率的な形で提供できる体制を整備し、当社グルー

プの事業基盤の強化及び収益力の更なる向上を目指し合併しました。 

  

２ 実施した会計処理の概要 

当社がSCS・ITマネジメント㈱より受入れた資産及び負債は、合併期日の前日に付された適正な帳簿価額により

計上しました。 

また、当社の財務諸表上、当該子会社株式の帳簿価額及び当該子会社に係るのれんの合計額と増加株主資本と

の差額を特別損失に計上しました。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,731.41円 １株当たり純資産額 1,691.21円

１株当たり当期純利益 50.06円 １株当たり当期純利益 76.47円

  前事業年度 当事業年度 

損益計算書上の当期純利益 (百万円) 2,558 4,137

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 

 (うち、利益処分による取締役賞与金) 

22 

(22)

― 

(―)

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 2,536 4,137

普通株式の期中平均株式数 (株) 50,673,003 54,107,848



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  
  

銘柄 
株式数
(株) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

サイボウズ㈱ 74,000 4,454 
エンプレックス㈱ 1,284 577 

㈱イーウェーヴ 2,500 422 

㈱豆蔵OSホールディングス 2,024 309 

住友信託銀行㈱ 233,152 286 

㈱クエスト 206,700 215 

三井住友海上火災保険㈱ 68,670 101 

昭和情報機器㈱ 210,330 79 

㈱三井住友フィナンシャルグループ 60 64 

Autoweb Commuications,Inc. 300 35 
その他 45銘柄 1,213,030 278 

計 2,012,050 6,826 

銘柄 
券面総額
(百万円) 

貸借対照表計上額
(百万円) 

有価証券 
満期保有 
目的の債券 

第24回オリックス
無担保変動利付社債 

500 500 

Volkswagen International Finance 
N.V. ユーロ円建社債 

200 200 

小計 700 700 

投資有価証券 
満期保有 
目的の債券 

第28回三菱商事 社債 500 515 
第456回東京電力 普通社債 500 503 
General Electric Capital
ユーロ円建社債 

500 500 

第10回トヨタファイナンス 社債 500 499 

BMWファイナンス ユーロ円債社債 300 300 
第３回ゴールドマンサックス・グル
ープ・インク 円建社債 

200 200 

小計 2,500 2,519 

その他有価証券 転換社債 ２銘柄 15 16 

計 3,215 3,236 



【その他】 

  

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは、以下のとおりです。 

  

  

種類及び銘柄 
投資口数等

(口) 
貸借対照表計上額

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

投資事業組合の出資持分相当額 2 87 

証券投資信託受益証券
 三菱UFJ証券投資信託委託システ
ムオープン 

3,440 36 

計 3,442 123 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 19,858 396 73 20,180 8,659 646 11,521

 構築物 102 19 ― 122 107 4 14

 器具及び備品 5,614 733 598 5,749 3,408 587 2,341

 土地 14,530 ― ― 14,530 ― ― 14,530

有形固定資産計 40,105 1,149 671 40,583 12,174 1,239 28,408

無形固定資産       

 のれん ― 47 ― 47 8 8 39

 ソフトウェア 6,243 1,312 914 6,641 4,412 811 2,228

 電話加入権 41 7 0 48 ― ― 48

 施設利用権 26 22 0 49 35 2 13

無形固定資産計 6,310 1,391 915 6,786 4,456 821 2,330

長期前払費用 297 819 49 1,068 180 96 887

・建物 netXデータセンター設備増強 152百万円

  SCS・ITマネジメント㈱合併による増加 58百万円

・器具及び備品 netXデータセンター設備増強 53百万円

・ソフトウェア 販売用ソフトウェア 939百万円



【引当金明細表】 

  

  
(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)は、個別に見積計上した貸倒懸念債権の回収によるものであります。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 233 9 126 18 99 

賞与引当金 ― 1,509 ― ― 1,509 

役員賞与引当金 ― 92 ― ― 92 

役員退職慰労引当金 190 45 75 ― 160 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 2

預金  

当座預金 1,150

普通預金 139

別段預金 1

合計 1,294

相手先 金額(百万円)

㈱博報堂 1,411

㈱インテック 166

グリーンホスピタルサプライ㈱ 42

リコー販売㈱ 28

ヤマハ発動機㈱ 25

その他 305

合計 1,981



(ロ) 期日別内訳 

  

  

ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  
  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

  

ニ 商品 
  

  

期日別 金額(百万円)

平成19年４月決済 620

  〃 ５月 〃 537

  〃 ６月 〃 600

  〃 ７月 〃 209

  〃 ８月 〃 13

  〃 ９月 〃 1

合計 1,981

相手先 金額(百万円)

住友商事㈱ 1,821 

㈱ジュピターテレコム 1,018 

㈱博報堂 566 

㈱テプコシステムズ 440 

住商リース㈱ 410 

その他 21,486 

合計 25,743 

期首残高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 
(Ｃ) 

期末残高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

27,887 139,408 141,551 25,743 84.6 70.2

区分 金額(百万円)

ソフトウェア 275 

機器 2,550 

その他 16 

合計 2,842 



ホ 仕掛品 
  

  

ヘ 貯蔵品 
  

  

ト 預け金 
  

  

区分 金額(百万円)

ソフトウェア 1,674 

合計 1,674 

区分 金額(百万円)

カタログ・パンフレット 6 

保守用部品 10 

その他 4 

合計 21 

相手先 金額(百万円)

住友商事フィナンシャルマネジメント㈱ 27,800 

合計 27,800 



ｂ 負債の部 

イ 支払手形 

(イ) 相手先別内訳 

  

  

(ロ) 期日別内訳 

  

  

ロ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円)

ソフトバンクBB㈱ 317

NECフィールディング㈱ 25

丸紅インフォテック㈱ 19

㈱ISIDテクノソリューション 17

㈱理研商会 4

その他 1

合計 386

期日別 金額(百万円)

平成19年４月決済 232

  〃 ５月 〃 121

  〃 ６月 〃 27

  〃 ７月 〃 4

合計 386

相手先 金額(百万円)

日本電気㈱ 669 

オートデスク㈱ 631 

日本ヒューレット・パッカード㈱ 568 

日本デルミア㈱ 535 

ダイワボウ情報システム㈱ 433 

その他 9,309 

合計 12,148 



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に揚げる権利以外の権利を行使することができない。 

 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 取得請求権付株式の取得を請求する権利 

 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 単元未満株式の買増しを請求する権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 １件につき   10,000円

  株券登録料 株券１枚につき  500円

単元未満株式の買取り・ 
買増し 

  

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
 住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
当会社の公告方法は、電子公告となっております。(http://www.scs.co.jp) 
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができ
ない場合は、日本経済新聞に掲載して行うこととなっております。 

株主に対する特典 なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２(新株引受権の付与)に基づく臨時報告書であります。 

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第38期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

  平成18年６月28日 

関東財務局長に提出 
  

(2) 半期報告書 
  

(第39期中) 
  

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

  平成18年12月12日 

関東財務局長に提出 
  

(3) 自己株券買付状況 

報告書 

      平成19年３月15日 

関東財務局長に提出 
  

(4) 臨時報告書     平成19年６月27日 

関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

住商情報システム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住商情

報システム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住

商情報システム株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  杉  浦  宏  明  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月27日

住商情報システム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住商情

報システム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住

商情報システム株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  杉  浦  宏  明  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  山  本  勝  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月28日

住商情報システム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住商情

報システム株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第38期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住商情

報システム株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  河  合  利  治  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  杉  浦  宏  明  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月27日

住商情報システム株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住商情

報システム株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第39期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、住商情

報システム株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

以 上 
  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  三  浦  邦  仁  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  杉  浦  宏  明  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  山  本  勝  一  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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